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（注）記載した内容の中には、実施計画の段階で確定するものも含まれている。 
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Ⅰ 令和３年度北海道開発予算の概要 

 

 

令和３年度北海道開発予算       総額 ５，７１９億円（対前年度 ０．９９倍） 

令和２年度第３次補正予算を加えた額３ 総額 ７，７５８億円（対前年度 １．３５倍） 

（注１）令和２年度第３次補正予算においては、令和３年度から令和７年度までの「防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策」の初年度分１，５７７億円を含め、２，０４０億

円を計上。 

（注２）対前年度の倍率は、令和２年度当初予算のうち通常分５，７４８億円に対するものである。

なお、令和２年度当初予算は、通常分のほかに「臨時・特別の措置」６４４億円があり、

これを加えると６，３９３億円３である。 

（注３）令和２年度当初予算６，３９３億円に令和元年度補正予算１，３１８億円を加えると、 

７，７１１億円である。 

 
＊１ 令和２年12月11日閣議決定。令和３年度から令和７年度までの５か年対策。 

＊２ アイヌ語で「（おおぜいで）歌うこと」という意味。 

＊３ 四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。 
 

北海道開発については、北海道の資源・特性を活かして我が国の発展と課題解決に寄与す

るため、国が策定するビジョンである北海道総合開発計画に基づき諸施策を推進している。 

現行の第８期北海道総合開発計画（平成28年３月29日閣議決定）においては、「世界の北

海道」を目指し、北海道の強みである「食」と「観光」を戦略的産業として位置付けてお

り、引き続き食と観光を担う「生産空間」の維持・発展に取り組んでいく必要がある。 

一方、近年の大規模自然災害の激甚化・頻発化や新型コロナウイルス感染症の拡大によ

り、地域住民等の安全・安心や社会経済活動が大きく損なわれていることから、「防災・減

災、国土強靱化のための５か年加速化対策１」を計画的に進め、災害に屈しない強靱な国土

づくりのための防災・減災、国土強靱化を強力に推進するとともに、分散型国土づくりに向

けた取組などにより、新型コロナウイルス感染症の拡大防止と社会経済活動が両立する「新

たな日常」を実現していくことが喫緊の課題である。 

また、令和２年７月12日、北海道白老町において民族共生象徴空間（ウポポイ２）を開業

したところであり、このウポポイを拠点として最大限活用しつつ、アイヌ文化の復興・創造

及び国民理解の促進を図る必要がある。 

 

令和３年度北海道開発予算においては、こうした課題や要請に応えるため、 

○命と暮らしを守る強靱で持続可能な国土の形成 

○食と観光を担う生産空間の維持・発展と人が輝く地域社会の実現 

○「民族共生象徴空間（ウポポイ）」等を通じたアイヌ文化の復興・創造及び国民理解の促進 

を重点事項とし、令和２年度第３次補正予算を組み合わせて切れ目のない取組を進める。 
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１ 北海道開発の重点事項 

（１） 命と暮らしを守る強靱で持続可能な国土の形成 

北海道では、平成28年８月の一連の台風、平成30年９月の北海道胆振東部地震等の

大規模自然災害により地域住民等の生命・財産に深刻な被害が発生したところである。 

このため、令和３年度においても、被災した地域の復旧・復興に必要な対策を引き

続き実施する。 

また、気候変動の影響により激甚化・頻発化する風水害や切迫する日本海溝・千島

海溝沿いの巨大地震等に屈しない、強靱な国土づくりが欠かせないことから、「防

災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に進め、あらゆる関係者

により流域全体で行う「流域治水」の推進、将来を見据えた戦略的なインフラ老朽化

対策、サプライチェーン等を強化する交通ネットワーク整備等に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

  

【北海道胆振東部地震からの復旧・復興】 

○日高幌内川における土砂災害対策 

日高幌内川では、山腹崩壊の発生により
大規模な河道閉塞が発生 

砂防堰堤工 

水路工 

○厚真町富里地区における急傾斜地崩壊対策 

平成31年３月末に応急的な対策を完了し、 
引き続き、二次災害の防止を図る 

令和２年７月に浄水場からの給水が再開し、
再度災害防止のための法面工事も進む 

厚真町富里地区では、斜面崩壊により
浄水場施設等への被害が発生 
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（防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策） 

気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害や切迫する大規模地震、また、メンテナ

ンスに係るトータルコストの増大のみならず、社会経済システムを機能不全に陥らせるお

それのあるインフラの老朽化から、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持す

ることができるよう、防災・減災、国土強靱化の取組の加速化・深化を図るため、 

○激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策 

○予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策 

○国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進 

を柱として、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模を政府全体でおおむ

ね15兆円程度と定め、重点的かつ集中的に対策を講ずる。 

 〔対策例〕 

・あらゆる関係者が協働して行う流域治水対策 

・道路ネットワークの機能強化対策、港湾等の耐災害性強化対策 

・予防保全型のメンテナンスへの転換に向けた早期の対応が必要な施設への集中的 

な老朽化対策 

・国土強靱化に関する施策をより効率的に進めるためのインフラＤＸの推進 

 

（２）食と観光を担う生産空間の維持・発展と人が輝く地域社会の実現 

北海道の強みである「食」と「観光」を戦略的産業として、我が国の食料供給基地

としての持続的発展を目指すとともに、魅力ある観光地の形成を推進する。 

このため、農林水産業の生産基盤の強化や物流ネットワークの整備等を推進し、食

料供給力の確保・向上等を図るとともに、北海道内各地の地域資源を活かした観光地

域づくり、旅行者の受入環境整備、観光地や主要な空港・港湾等への交通アクセスの

円滑化等を推進する。 

これらの取組においては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止と社会経済活動が

両立する「新たな日常」の実現を念頭に置いて、持続可能な地域社会の実現を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊ ＤＸ：デジタルトランスフォーメーション 

【生産空間の維持・発展】 

食料供給力の確保・向上 

（農地の大区画化） 人流・物流ネットワークの整備 
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北方領土隣接地域： 

根室市、別海町、中標津町、標津町、 

羅臼町（１市４町） 
歯舞群島 

色丹島 

択捉島 
国後島 

根室市 

別海町 

中標津町 

標津町 

羅臼町 

（３）「民族共生象徴空間（ウポポイ）」等を通じたアイヌ文化の復興・創造及び国民理解の促進 

令和２年７月12日、アイヌ文化の復興・創造等の拠点となる「民族共生象徴空間

（ウポポイ）」が北海道白老町にオープンした。 

国内外から多くの人々がウポポイを訪れ、アイヌ文化の素晴らしさを体験し、民族

共生の理念に共感してもらえるよう、年間来場者数100万人を目指し、国立民族共生公

園等の適切な管理運営、新型コロナウイルス感染症対策にも対応した魅力的なプログ

ラムの提供、誘客促進に向けた広報活動等を行う。 

このほか、令和元年５月に施行された「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実

現するための施策の推進に関する法律」（平成 31 年法律第 16 号）に基づき、アイヌの

伝統等に関する国民に対する知識の普及啓発を図るための施策を一層推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 北方領土隣接地域振興対策 

「北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関する法律」（昭和57年法律第85

号）に基づき北海道が作成した第８期振興計画（計画期間：平成 30 年度～令和４年度）

の趣旨を踏まえ、北方領土隣接地域における魅力ある地域社会を形成するため、活力

ある地域経済の展開に向けた取組や、地域の資源を活かした交流人口の拡大に向けた

取組等を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇札幌から 

 高速道路利用で約65分 

特急列車利用で約65分 
 

◇新千歳空港から 

 高速道路利用で約40分 

特急列車利用で約40分 
 （イメージ） 

※ アイヌ語で「（おおぜいで）歌うこと」という意味 

https://ainu-upopoy.jp/ 

ウポポイ 検索 

【民族共生象徴空間（ウポポイ※）】  
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３ 北海道総合開発計画の効果的な推進 

①北海道特定特別総合開発事業推進費 

北海道総合開発計画の効果的な推進を図るため、「生産空間の維持・発展」、「国土強

靱化」、「北方領土隣接地域における魅力ある地域社会の形成」に係る事業を重点的に

推進し、公共事業の機動的な調整を行う。 

 

 ②北海道開発計画推進等経費 

北海道総合開発計画の推進に必要な経済社会動向の分析を実施するとともに、新型

コロナウイルス感染症が北海道総合開発計画の推進に与える影響の分析及び今後の推

進方策の検討等を行う。 

 

 
＊ 北海道特定特別総合開発事業の推進に関する方針については、令和２年度に実施している第８期北海道総合開発計画

の中間点検等を踏まえて決定する。 
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Ⅱ　令和３年度北海道開発予算総括表
（単位：百万円）

令 和 ２ 年 度

対前年度 対前年度 当 初 予 算 額

倍　　率 倍　　率

(A)=(B)+(C) (A)/(D) (B) ©(C)© (C)/(D) (D)

965,090][    1.38][  269,849][    695,242][    0.99][  701,674][    ＊

Ⅰ 761,808 1.35 201,698 560,110 0.99 563,104

1 147,283 1.44 44,800 102,483 1.00 102,396

134,200 1.42 39,496 94,704 1.00 94,488

11,632 1.57 4,604 7,028 0.95 7,397

1,451 2.84 700 751 1.47 511

2 272,752 1.25 54,112 218,640 1.00 218,390

3 31,186 1.08 7,236 23,950 0.83 28,750

24,596 1.42 7,236 17,360 1.00 17,360

6,590 0.58 0 6,590 0.58 11,390

4 24,311 1.07 984 23,327 1.02 22,795

24,311 1.07 984 23,327 1.02 22,795

23,417 1.07 984 22,433 1.02 21,898

894 1.00 0 894 1.00 897

5 8,073 1.50 2,153 5,920 1.10 5,389

157 － 0 157 － －

2,563 1.01 13 2,550 1.00 2,550

3,080 2.10 1,238 1,842 1.25 1,468

2,273 1.66 902 1,371 1.00 1,371

6 184,614 1.57 66,236 118,378 1.01 117,739

129,101 1.66 49,464 79,637 1.02 77,996

10,524 2.03 4,894 5,630 1.08 5,193

35,626 1.51 11,878 23,748 1.00 23,663

9,363 0.86 0 9,363 0.86 10,887

7 89,211 1.41 26,177 63,034 1.00 63,320

31,620 0.95 3,716 27,904 0.84 33,413

57,591 1.93 22,461 35,130 1.17 29,907

8 4,378 1.01 0 4,378 1.01 4,325

Ⅱ 344 10.01 300 44 1.27 34

Ⅲ 56 1.02 0 56 1.02 54

Ⅳ 102 1.00 0 102 1.00 102

Ⅴ 3,598 2.23 1,982 1,616 1.00 1,616

Ⅵ 9,931 1.00 0 9,931 1.00 9,924

775,838 1.35 203,980 571,858 0.99 574,835

＊上段［　］書は総事業費である。なお、推進費等のうち、北海道特定特別総合開発事業推進費に係る事業費は含まれていない。

（注）１　令和２年度当初予算額は通常分であり、「臨時・特別の措置」を含まない。

　　　２　令和２年度第３次補正予算においては、令和３年度から令和７年度までの「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の初年度分 157,712百万

　　　　円を含め、 203,980百万円を計上している。

　　　３　対前年度の倍率は、令和２年度当初予算額の通常分に対するものである。なお、令和２年度当初予算額は、通常分 574,835百万円のほかに「臨時・特別の

　　　　措置」 64,438百万円があり、これを加えると 639,273百万円である。

　　　４　「臨時・特別の措置」を含む令和２年度当初予算額 639,273百万円に令和元年度補正予算額 131,835百万円を加えると、 771,108百万円である。

　　　５　北海道開発予算におけるアイヌ政策に関する令和３年度予算額は、アイヌ伝統等普及啓発等経費のほか、国立民族共生公園の維持管理に要する経費を含め

　　　　た 1,818百万円（1.00倍）である。

　　　６　公共工事の実施の時期の平準化等を図るため、国庫債務負担行為（ゼロ国債） 34,404百万円を設定している。

　　　７　北海道開発予算に計上される空港整備事業に関する経費 6,590百万円は、自動車安全特別会計空港整備勘定で計上される事業費の財源の一部であり、同特

　　　　別会計同勘定における北海道の空港整備事業に関する令和３年度予算額は、 12,186百万円となっている。

　　　８　推進費等の内訳は、北海道特定特別総合開発事業推進費 4,325百万円及び社会資本整備円滑化地籍整備事業費（仮称） 53百万円である。　

　　　９　本表のほか、北海道開発の推進のための研究開発に要する経費がある（（国研）土木研究所経費 8,833百万円の内数）。　

　　　10　四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

アイヌ伝統等普及啓発等経費

そ の 他 一 般 行 政 費 等

合 計

社会資本整備総合交付金

防 災 ・ 安 全 交 付 金

推 進 費 等

北海道災害復旧事業等工事諸費

北 海 道 開 発 計 画 推 進 等 経 費

北方領土隣接地域振興等経費

社 会 資 本 総 合 整 備

都 市 水 環 境 整 備

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

下 水 道

水 道

廃 棄 物 処 理

国 営 公 園 等

農 林 水 産 基 盤 整 備

農 業 農 村 整 備

森 林 整 備

水 産 基 盤 整 備

農 山 漁 村 地 域 整 備

道 路 環 境 整 備

北 海 道 開 発 事 業 費

治 山 治 水

治 水

治 山

海 岸

道 路 整 備

港 湾 空 港 鉄 道 等

港 湾

空 港

住 宅 都 市 環 境 整 備

都 市 環 境 整 備

事　　　　　　項

令 和 ２ 年 度 第 ３ 次 補 正 予 算 額 ・ 令 和 ３ 年 度 予 算 額

備考合 計 令 和 ２ 年 度
第３次補正予算額

令 和 ３ 年 度
予 算 額
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１ 食と観光を担う生産空間の維持・発展と人が輝く
地域社会の実現

（１）北海道型地域構造の保持・形成に向けた定住・交流環境の維持増進

○ 北海道型地域構造の保持・形成 ・・・・・・・・・・・・・ ９
○ 分散型の国土づくりを先導する交通ネットワークの整備 ・・ １２

（２）北海道の価値創造力の強化に向けた多様な人材の交流・連携等の
促進

○ 地域づくり人材の発掘・育成の促進 ・・・・・・・・・・・ １４

（３）アイヌ文化の振興等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５

（４）北方領土隣接地域の安定振興 ・・・・・・・・・・・・・・ １６

Ⅲ 第８期北海道総合開発計画推進のための主な事業等 目次

２ 農林水産業・食関連産業の振興

（１）イノベーションによる農林水産業の振興

○ 食料供給力の強化に向けた農地の整備 ・・・・・・・・・・ １８
○ 農業水利施設の戦略的な保全管理 ・・・・・・・・・・・・ ２０
○ 林業の成長産業化に向けた森林の整備 ・・・・・・・・・・ ２１
○ 水産物の安定供給に向けた漁港・漁場の整備 ・・・・・・・ ２２

（２）「食」の高付加価値化と総合拠点づくり

○ 農業農村整備事業、道路事業、港湾事業等の連携による
サプライチェーンの強化 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３

（３）「食」の海外展開

○ 港湾事業、道路事業等の連携による農水産物輸出促進基盤の
整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５

３ 世界水準の観光地の形成

４ 強靱で持続可能な国土の形成

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

○ 北海道胆振東部地震からの復旧・復興 ・・・・・・・・・・ ３７
○ 大規模水害・土砂災害に備えた治水対策の推進 ・・・・・・ ３８
○ 海岸保全対策の推進（胆振海岸等） ・・・・・・・・・・・ ３９
○ 気候変動を踏まえたハード・ソフト一体となった水災害対策 ４１
○ 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震などの地震・津波の発生に

備えた対策の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４２
○ 災害時の救援や緊急物資輸送を支える道路交通ネットワークの

整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４４
○ 社会経済を支える海上輸送ネットワークの強靱化 ・・・・・ ４５
○ 山地防災力等の強化に向けた治山対策の推進 ・・・・・・・ ４６
○ 冬期災害に備えた対策の推進 ・・・・・・・・・・・・・・ ４７
○ 災害発生時における地域支援 ・・・・・・・・・・・・・・ ４８
○ 地域防災力・防災対応力の向上 ・・・・・・・・・・・・・ ４９
○ 防災、通行の安全、景観の向上に資する無電柱化の推進 ・・ ５０
○ 交通安全対策の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５１
○ 社会経済活動を支えるインフラ施設の老朽化対策 ・・・・・ ５２
○ 積雪寒冷地における維持管理技術のＤＸ及びi-Constructionの

推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５３
○ 積雪寒冷地におけるインフラ整備・維持管理に関する技術の

開発・展開 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５４

（２）恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形成

○ 河川環境の保全・再生や魅力ある地域づくり ・・・・・・・ ５５
○ 水道施設の整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７
○ 廃棄物処理施設の整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７
○ 健全な水循環の維持・回復、浸水対策の推進 ・・・・・・・ ５８
○ カーボンニュートラルの実現に向けた取組 ・・・・・・・・ ５９

（１）国内外の旅行者の受入環境整備

○ 移動・周遊を支える交通ネットワークの整備 ・・・・・・・ ２７

（２）世界に通用する魅力ある観光地域づくり

○ 地域資源を活かした多様な観光メニューの充実 ・・・・・・ ３０
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１ 食と観光を担う生産空間の維持・発展と
人が輝く地域社会の実現
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※医療サービスに着目したひとまとまりの地域を設定

生産空間
地方部の市街地
圏域中心都市

基礎圏域境界

基礎圏域※における
三層の機能分担のイメージ

○ 北海道の生産空間は、我が国の食料供給基地として貢献するとともに、国民共通の資産と言える豊かな自然
環境、特徴ある景観等も提供し、我が国にとって欠かすことのできない役割を担っている。

○ 今後、人口減少・高齢化の急速な進展等により、北海道の地方部における定住環境の確保が困難になると、
北海道の強みである「食」と「観光」等を担い、我が国の発展に貢献している生産空間の維持が困難になる
おそれがある。

○ そのため、生産空間・地方部の市街地・圏域中心都市からなる北海道型地域構造の保持・形成を図ることと
し、「食」と「観光」等を担う生産空間の維持・発展を北海道開発における中心課題として取り組み、我が国
全体への貢献を長期にわたり確保することを目指す。

北海道型地域構造

（１）北海道型地域構造の保持・形成に向けた定住・交流環境の維持増進

北海道型地域構造の保持・形成①

交通結節点として
「道の駅」を活用。

バス停

待合所

定住・交流環境の維持増進のイメージ
北海道型地域構造は、農業・漁業に係
る生産の場となる「生産空間」、日常生
活の拠点機能を有する地方部の「市街
地」、医療等での⾼次な都市機能・生
産機能を提供する「圏域中心都市」の
三層により構成される。

スーパー
診療所

産婦人科

心臓内科 ショッピングセンター

道路ネットワーク等の形成・交通結節点機能の強化

「生産空間」において日常生活の目的を果たすため
市街地や圏域中心都市への移動が必要不可欠。

・高規格幹線道路等のネットワークの構築。
・都市間バス、路線バス、コミュニティ交通の結節点

として「道の駅」を活用。

生活利便性向上

「生産空間」では住民が必要とするサービス施設
が減少。

・日常生活の利便性を向上するため、「道の駅」
を活用。

■生産空間
主として農業、漁業に係る生産を
支え、観光資源を提供する空間

■地方部の市街地
⼀定程度の生活サービス機能を
提供する地域

■圏域中心都市
医療、教育・⽂化、商業等の
都市機能・生活機能を提供

－
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■道の駅「るもい」

・高規格幹線道路「深川・留萌自動車道」のインターチェンジ
に近接する立地環境や市街地の都市公園の施設を活かし、親
子で滞在しやすい子育て環境の創出や広域的な交通・防災拠
点機能の強化を推進。

○北海道型地域構造の保持・形成を図るため、「所得・雇用の確保」、 「地域の魅力向上」、「生活機能・集落機能の確保」、
「安全・安心な社会基盤の形成」の観点から、地域の課題解決に向けた取組を総合的に実施する。

○地域課題の解決に向けて先導的に取り組むため、３つのモデル圏域において、有識者・地元企業・自治体等からなる圏域検討
会等を開催し、課題解決に向けた取組を推進。これらの「課題解決先行地域」の事例を、他地域に波及させ、北海道型地域構
造の保持・形成を図る。

【取組】

道の駅の交通・防災・生活の拠点化

（１）北海道型地域構造の保持・形成に向けた定住・交流環境の維持増進

位置図
（R2.3.28に北海道の高規格幹線道路として初めて全線
開通した深川・留萌自動車道に近接）

授乳室整備

妊婦向け屋根付
駐車場整備

道の駅「るもい」
（R2.7.11開業）

留萌ＩＣ

子育て環境の創出

北海道型地域構造を保持・形成するための４つの視点

人口減少、高齢化の進行
地域の基幹産業の振興を通じた
所得向上、雇用創出

働く

他の都府県とスケールの異なる広域分散型社会
日常生活に必要な医療、買い物、教育等の
生活サービスへの交通・情報ネットワーク確保

暮らす

頻発・激甚化する自然災害等

命と暮らしを守る備え

備える

定住・交流の促進
人々が「暮らしたい」、「訪れたい」と
感じる地域の魅力向上

楽しむ

釧路市

白糠町

釧路町厚岸町
浜中町帯広市

幕別町

中札内村
大樹町

広尾町
更別村

美深町
名寄市

士別市剣淵町
下川町

名寄周辺モデル地域

十勝南モデル地域

釧路モデル地域

和寒町

幌加内町

中川町 音威子府村

鶴居村 標茶町

弟子屈町

主な取組事例
・事業者が連携した貨客混載
や道の駅を活用した集荷機
能強化の試行。
（名寄周辺モデル地域 物流WT）

・自動運転サービスの実験等
を行い、地域連携による利
便性の高い地域公共交通の
形成について議論。
（十勝南モデル地域 交通WT）

・農繁期における労働力不足
の解消・効率化に資する取
組の実施。
（十勝南モデル地域 農業WT）

３つのモデル圏域

北海道型地域構造の保持・形成②

水道施設の整備、空き家対策の推進 等

「みなとオアシス」の活用を通じた賑わいの創出
■みなとオアシスわっかない

・子供からお年寄りまでの市民に
よるコーラスや吹奏楽等を楽し
むコンサートを開催（令和元年
度は約2000人が参加）するなど、
地域住民の交流を促進し、賑わ
いを創出。

ＷＡＫＫＡＮＡＩみなとコンサート

（参考）R３.１現在 北海道内の「みなとオアシス」登録港数は12港

（参考）R３.１現在 北海道内の「道の駅」登録数は128駅

－
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【事例】
治水事業、農業農村整備事業及び道路事業の連携による生産空間の維持・発展

（１）北海道型地域構造の保持・形成に向けた定住・交流環境の維持増進

5

0
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15
(m)

0 2000-2000 4000 6000 (m)

千
歳
川

A

地下水位の調整が容易となり、水管理の⼤幅な省⼒化と生産性の向上。

用水路

暗渠排水（地下水位制御システム）の整備

給水バルブ開 排水バルブ閉
地下かんがい使用時

給水バルブ閉 排水バルブ開

排水使用時

河道掘削により、洪水時の水位のみならず平常時の河川
水位（平水位）も低下。内水氾濫の被害軽減に加え、
排水先が確保され農地の排水性が向上。

平水位を約1.0m低減

千歳川沿川低平地の排水性の向上・冠水被害の解消

千歳川の河道掘削(S62年〜)

A´A 広範囲に広がる千歳川沿川の低平地
千歳川

排水路

○治水事業と農業農村整備事業による農地の地下水位低下や、冠水被害の解消
による水害に強い農地の確保。

○農地の⼤区画化と地下水位制御システム導入による高収益野菜等の作付拡大。
○道央圏連絡道路の整備による農作物の輸送支援。

町内の水稲、⻨類、⾖類の⽣産に加え、消費者
ニーズに対応した高収益で多様な農作物を⽣産。

＜⽣産空間の維持・発展＞

至 苫小牧市
至 苫小牧港

至 石狩市
至 石狩湾新港

生産空間の維持・発展に資する取組事例（⻑沼町）

河道掘削整備区間
堤防整備区間

A

A´

(m)

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5
千歳川舞鶴地点平水位

約1.0m 低減

1990 2000 2010(H2) (H12) (H22) (年)
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○ 北海道型地域構造の保持・形成を図るとともに、地方移住への関心の高まりを踏まえて「新たな日常」に
向けた分散型の国土づくりを先導していくため、高規格幹線道路、港湾、空港等の交通ネットワークを整備
し、北海道内外の人流・物流の拡大や地域間の連携を推進する。

分散型の国土づくりを先導する交通ネットワークの整備①

○北海道の体験移住利用者は10年間で４倍に増加。三大都市圏居住者の利用が８割以上※1 。
○東京圏在住者の約半数が地方圏での暮らしに関心を持ち※2 、コロナ禍により地方移住への関心が更に増大※3 。
○東京圏在住者に行った調査では、地方での暮らしの課題に公共交通の利便性を挙げる割合が一番高い※2 。
○これらも踏まえ、北海道型地域構造の保持・形成や道内の定住・交流を促進するには、道内外の交通ネットワーク強化が課題。

【現状・背景】

（１）北海道型地域構造の保持・形成に向けた定住・交流環境の維持増進

北海道体験移住利用実績 ※1

令和元年度 新ひだか町移住体験者アンケート
（実施者：新ひだか町，対象者：移住体験利用者38組）

令和２年８月１日
「移住交流テレワーク
誘致推進室」を設置

⇒新型コロナウイルス
感染症拡大を受け、
テレワーク誘致の取
組を加速

日高自動車道
開通による利便性

日高自動車道は
移住検討材料として

非常によくなった
79%

多少よくなった
18%

あまり変わらない
3%

非常に重要
62%

ある程度重要
32%

あまり関係ない
6%

新ひだか町移住・交流カフェ
(R1.4.11）

首都圏からの移住体験希望者が新千歳空港からの近さを条件として挙げ
ており、移住体験の地として、移動時間の短さは当町の強みです。

▼新ひだか町役場担当者の声

1,159 1,199 
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

利用者数(人) 滞在日数(日)

滞
在
日
数(

日)

利
用
者
数(

人)

（年度）

※1：北海道体験移住「ちょっと暮らし」令和元年度実績（北海道）
※2：令和２年５月15日「移住等の増加に向けた広報戦略の立案・実施のための調査事業報告書」（内閣官房）
※3：令和２年６月21日「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（内閣府）

49.8%

61.7%

45.9%

50.2%

38.3%

54.1%

0% 50% 100%

全体

地方圏出身者

東京圏出身者

意向あり 意向なし

東京圏在住者の「地方暮らし」に
関心を持っている割合 ※2

感染症の影響下における
地方移住の希望変化（20歳代） ※3

地方での暮らしに対するネガティブなイメージ ※2

55.5%

50.2%

41.3%

32.7%

30.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

公共交通の利便性が良くなさそう

収入が下がる気がする

日常生活の利便性が良くなさそう

限られた地域の強い人間関係の中で

生活することが面倒、難しそう

医療・福祉サービスの水準の低下

浦河町新ひだか町

圏域別北海道体験移住の利用者数 ※1

日高地域における体験移住の取組事例
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（１）北海道型地域構造の保持・形成に向けた定住・交流環境の維持増進

分散型の国土づくりを先導する交通ネットワークの整備②

【地方部の市街地～生産空間】
貨客混載を試行した自動運転バ
スにより、宅配事業の一部を担う
ことで、農産品等を効率的に配送。

香深港（礼文町）

利尻空港（利尻富士町）

高規格幹線道路「帯広・広尾自動車道」の整備を推進するとともに、高規
格幹線道路の延伸や自動運転技術の進展を踏まえ、道の駅を発着点とした
基礎圏域内の公共交通モデルの検討を推進。

【圏域中心都市～地方部の市街地】
道の駅コスモール大樹から圏域中心都市
である帯広市へ、帯広・広尾自動車道を利
用し高速都市間バスを発着。
買物、通院、通学など多様なニーズに対応
し定住環境の向上に寄与。

【道の駅コスモール大樹】

【地方部の市街地】
町内を循環する自動運転バスに
より、病院や福祉センター、ショッ
ピングセンター（道の駅併設）等
をまわり、生活の利便性に寄与。

大樹町
生産空間

基礎圏域（生産空間、地方部の市街地、圏域中心都市）内の結
びつきを強化し、北海道型地域構造の保持・形成を図るととも
に、道内・道外との結びつきも強化し、北海道への定住・交流の
促進を図る。

離島における交通機能の確保
離島を繋ぐ定期フェリー航路・航空路は、島民の生活や地
域経済を支える交通手段として重要な役割を担っている。

十勝南地域における交通ネットワーク強化の取組事例

○道内各地の基礎圏域を結ぶ高規格幹線道路等の整備や道の駅の交通拠点の機能強化を推進。
○道内外との結びつきの強化や離島との交通機能の確保を図るための港湾・空港施設の整備を推進。

【取組】

＜道の駅コスモール大樹を拠点とした実証実験の概要(H29~R1年度)＞

平取町

浦河町

新ひだか町

日高自動車道 延長約120km

事業中区間
厚賀静内道路
延長16.2km

新千歳空港

新冠町
日高町

日高町

日
高
厚
賀

新
冠静

内
IC日高門別IC

圏域中心都市
苫小牧市

生産空間
日高地域

日高自動車道の整備による

移住・定住拡大が期待

空き家を移住体験者用
住宅として利活用

（様似町）

地方部の
市街地

日高富川IC
IC

(仮) IC
(仮)

えりも町

様似町

平成30年度より航空機の安定運航を目的

とした「誘導路複線化整備」に着手

【新千歳空港】

末端取付誘導路複線化

平⾏誘導路複線化

日⾼地域における地方移住に寄与する取組事例
凡 例

高規格幹線道路（開通区間）

日高自動車道

高規格幹線道路（事業区間）

国道

圏域中心都市

地方部の市街地（日高地域）

生産空間（日高地域）

令和元年度 体験移住滞在日数
北海道上位10市町村以内

－
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（２）北海道の価値創造力の強化に向けた多様な人材の交流・連携等の促進

○ 多様な地域づくり人材の広域的・横断的な交流・連携等の支援を行うための「北海道価値創造パート
ナーシップ活動」等の機能を充実させる。また、世界に誇れる、評価される取組に関し情報を発信する。

地域づくり人材の発掘・育成の促進

北海道価値創造パートナーシップ活動

外部の
視点等

「世界の北海道」の発信

北海道の新たな価値を創造

多様な
協力人材

先行する
地域づくりの

取組

連携・
交流

連携・交流

（テーマ別の課題解決に向けた取組）

テーマ別のパートナーシップ活動

多様な人材の
緩やかな「つながり」、
コミュニケーションの

「ひろがり」

建設分野における人材不足、技
術継承等の課題解決に向け、各
機関が有するノウハウを活かし、
研修及び講習会等を産学官が
連携して推進。

■テーマ別のパートナーシップ活動の取組例
事例：北海道技術者育成プラットフォーム

■地域に関する理解等を深める取組例
事例：ほっかいどう学

○多様な取組を展開する団体間の交流を活性化し、情報の
共有化が図られるよう北海道価値創造パートナーシップ
活動への参画を促すとともに、交流の場を通じて各団体
が抱える課題の解決を支援。

○優良な取組は、世界に誇れる、評価される取組として国
内外への情報発信を推進。

○北海道の価値創造力の強化に向けて、観光等さまざまな
分野における北海道内外の人材交流の場であり、優良な
取組の評価・普及を推進する「北海道価値創造パートナ
ーシップ活動」等を展開し、国と地方公共団体等が連携
して、地域資源を活用した地域づくり等の担い手の発
掘・育成を促進している。

【現状・背景】 【取組】

「NEW EDUCATION EXPO 2018」
札幌サテライトセミナーにおいて、
教育者を対象に「ほっかいどう
学」を紹介。
北海道の未来創りを目指すプ
ラットフォームが設立され、現在
NPOが活動主体となり展開。

－
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○ 民族共生象徴空間（ウポポイ）を通じてアイヌ文化の復興・創造等を促進する。
○ アイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発を図るための取組を推進する。

アイヌ施策の総合的な展開

○令和元年５月、「アイヌの人々の誇りが尊重される社会
を実現するための施策の推進に関する法律」（平成31年
法律第16号）の施行。
同法に基づき、同年９月、「アイヌ施策の総合的かつ効
果的な推進を図るための基本的な方針」を閣議決定。

○令和２年７月、民族共生象徴空間（ウポポイ）オープン。

【現状・背景】

アイヌ施策推進法が施行され、ウポポイも開業したことか
ら、文化振興や福祉政策に加え、地域振興、産業振興、観
光振興等を含めた総合的なアイヌ施策を推進。

○ウポポイを通じたアイヌ文化の復興等の促進

・アイヌ文化の魅力を伝える多様なプログラムを提供。

・新型コロナウイルス感染症拡大予防策を実施するなど
適切な施設運営を実施。

・年間来場者数100万人を目指して、ウポポイの魅力を
発信し、誘客を促進する取組を推進。

○アイヌの伝統等に関する知識の普及啓発

・公益財団法人アイヌ民族文化財団が行う事業を通じて
国民の関心や理解を促進するための施策を一層推進。

【取組】

ウポポイは、アイヌ文化復興・創造等のための拠点。

北海道白老町に令和２年７月12日(日)オープン。

主な施設

「国立民族共生公園」「国立アイヌ民族博物館」「慰霊施設」

●北海道白老町ポロト
湖畔を中心に整備

提供プログラムの例

アイヌ古式舞踊 丸木舟操舟実演・解説

アイヌの伝統等に関する知識の普及啓発事業の例

・空港におけるアイヌ文化の展示・講演会

（３）アイヌ文化の振興等

－
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＜取組事例＞

○ 北方領土隣接地域の振興及び住民の生活の安定に関する総合的な施策を計画的に推進するとともに、
北方領土の早期返還の実現に向けた環境整備を推進する。

○北方領土隣接地域は、北方領土問題が未解
決であるため、戦後はその望ましい地域社
会として発展が阻害される特殊な条件下に
あり、水産業の低迷、観光入込客数の減少
などによる地域産業の停滞が、北方領土隣
接地域の振興及び住民の生活の安定を図る
上で大きな懸念となっている。

【現状・背景】

○「北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関する法律」（昭和
57年法律第85号）に基づき北海道が作成した第８期振興計画（平成30年
度～令和４年度）の趣旨を踏まえ、北方領土隣接地域における魅力ある
地域社会を形成するため、社会資本整備を推進するとともに、北方領土
隣接地域振興等事業推進費補助金により基幹産業の付加価値向上や観光
振興等の取組を支援。

○北方領土隣接地域の観光振興を図るため、北方領土隣接地域への「新た
な日常」における旅行者の誘客に向けた検討を推進。

【取組】

・国直轄事業、国庫補助事業（北海道庁事業）

・国庫補助事業（市町事業）・・・特別の助成（北特法第７条)

○北特法第６条に基づき北海道が振興計画を作成（平成30年５月：第８期振興計画）
○振興施策

北方領土隣接地域の振興方策

①公共事業等

②北方領土隣接地域振興等基金（内閣府）

③北方領土隣接地域振興等事業推進費補助金（国土交通省）

北海道特定特別総合開発事業推
進費の特定テーマの一つとして
「北方領土隣接地域における魅力
ある地域社会の形成」を設定。

コンブの藻場造成（根室市）

○活力ある地域経済の展開
・漁場の整備や栽培漁業の推進

宿泊機能の強化（別海町）

○地域の資源を活かした交流
人口の拡大
・滞在交流型体験型観光の推進

防災設備の改修（中標津町）

○社会・経済の安定的な発展の
基盤の形成
・経済の基礎となるインフラの整備

○北方領土隣接地域における観光は、知
床をはじめとする自然や景観そのもの
を活かしており、「新たな日常」にお
いても魅力的な形態。

○観光地が広範囲に点在する上、２次交
通が脆弱。 等

「新たな日常」における旅行者の誘客に向けた検討

モビリティ・ミックスによる観光地への
移動の円滑化のイメージ

○ドライブやサイクリング等を含めたモ
ビリティ・ミックスによる移動の円滑
化。

○自然や第一次産業体験メニューの造成
によるエリアツーリズムの形成。 等

地域全体の誘客拡大

【検討内容】

（４）北方領土隣接地域の安定振興

北方領土隣接地域の安定振興対策の推進

【現状及び課題】

－
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２ 農林水産業・食関連産業の振興－
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1,630 
1,893 1,986 2,264 

1,342 

1,331 1,289 1,158 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

H21 H25 H29 R1

TMR利用(11戸)
TMR非利用(14戸)

TMRセンター利用（労働力削減）による
飼養頭数の増加。

○顕在化する農業の労働力不足に対応し、大規模土地利用型農業
が展開される北海道農業のポテンシャルを最大限に発揮して、
食料供給力の強化を図る必要がある。

○新技術や新たな経営形態等のイノベーションによって、若者か
ら選択される職業として農林水産業の魅力を高め、経営資源の
円滑な継承を図る必要がある。

【現状・背景】

○農地の大区画化や汎用化、排水改良等の整備と、
スマート農業等新たな農業技術の導入により、
大幅な省力化と低コスト化、高収益作物の生産
拡大による収益性の向上に向けた取組を推進。

【取組】

○ 農業の労働力不足に対応し食料供給力を強化するため、農地の大区画化・汎用化等の農地整備とともに
新たな農業技術の導入等を推進し、省力化・低コスト化、農業収益力向上による地域農業の振興を図る。

食料供給力の強化に向けた農地の整備①

排水改良により地耐力が高まり収穫機と
ダンプの併走が可能に（収穫と積込みを
同時に行うことで運搬速度がアップ）。

農地の大区画化と併せてTMRセンターが
稼働して飼料生産を効率化。

○ＴＭＲセンターによる飼料生産

○農業経営の法人化

整備前には80以上の個別経営体が存在。
農地の大区画化を契機として、集落における
農地の受け皿となる４つの法人経営を設立。

（上士別地区の事例）

約800ヘクタールの
農地を大区画化

乳牛飼養頭数の推移（東宗谷地区の事例）

（頭）

※ＪＡひがし宗谷調べ

整備前

整備後

現況のほ場区画
0.3～0.5ha

整備後の標準区画
1.5，2.3ha

ほ場の大区画化と併せて農地を集積・連担化す
ることによって大型農業機械の導入が可能に。

○草地整備による効率化

大区画ほ場においても自動で直進
走行でき、作業負担が軽減。

スマホ等で水位の監視・制御が可能
になり水管理が省力化。

太陽電池パネル

制御盤
通信機器
モーター類
バッテリー

水位観測センサー

○自動操舵機能付田植機 ○自動給水栓

※TMRセンター：牛が必要とする全ての栄養素をバランスよく
含んだ飼料を製造して畜産農家まで配送する組織。

（１）イノベーションによる農林水産業の振興

○農地の大区画化－
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食料供給力の強化に向けた農地の整備②

（北野地区の事例）

新たな農業技術の活用

◆作物の生育に適したきめ細かな水分供給
が可能となり、水管理を適正化・省力化。

○直播栽培の導入による営農の省力化 ○高収益作物の生産拡大による収益性の向上

高収益作物の生産拡大

◆直播栽培は、水田に直接種をまく稲の栽培方法。
春作業で労力のネックとなる育苗や代掻きが不要となり、
従来の移植栽培と比較して大幅な省力化が可能。

◆地下かんがいは、出芽前の理想とされる“ヒタヒタ状態”の
水管理が可能になるため、直播栽培に有効。

◆農地再編整備と地下水位制御システムの導入により、
営農や水管理の省力化を実現。

◆作業効率が大幅に向上し、余裕ができた労力でトマトの
作付を拡大。

＜地域農業の新たな展開を実現＞

0 5 10 15

整備前

整備後

乾田直播

耕起 代かき 播種又は移植

14.4hr/ha

9.8hr/ha

4.8hr/ha

※ 北海道開発局調べ（H29）

▲51 ％

▲ 32 ％

北野地区における
国営緊急農地再編整備事業
整備前後の労働時間比較

トマトの作付面積(a)増加事例

トマトの収穫状況 整備前 整備後

※ 鷹栖町調べ

24
2.4倍

Ｋ小学校の児童数の推移

１人

７人
９人 ９人 10人

13人
17人

20人

0
5
10
15
20

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

新規就農者累計人数（鷹栖町）

累計で20人が新規就農！

農家世帯の児童数が増加傾向！

※ 鷹栖町調べ

※ 鷹栖町調べ

10 12 12 14 15 17 20 15

241 257 268 286 276 254
240 222

 0

 4

 8

12

16

20

24

0

50

100

150

200

250

300

H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ R１

（人）

全
児
童
数

（人）

農
家
世
帯
の
児
童
数

農家世帯の児童数 全児童数

新たな担い手の創出播種の様子

出芽の様子
（イメージ）

地下かんがいの導入

地下かんがいを活用した乾田直播の水管理

（１）イノベーションによる農林水産業の振興

用水路

暗渠 排水路

地下水位制御システム
（用水路と暗渠を接続することにより

地下からのかんがいも可能に）

用水路

排水路

分水栓

暗渠

水位設定
水甲

作土層

給水栓

播種後の細かな
土壌水分管理が
必要な乾田直播
にも対応した水
管理が可能

従来のシステム
（暗渠は排水性の改善だけを目的）

整備前

整備後

○地下かんがいの導入による水管理の適正化・省力化

－
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○ 持続的な農業生産の前提となる農業用水を安定的に供給するために、農業水利施設の戦略的な保全管理、
耐震化や洪水被害防止等の対策を推進する。

○農業生産力の維持・確保と地域の防災・減災力の向上
を図るため、農業水利施設の計画的な保全・更新等を
行い、施設の長寿命化・耐震化や排水機能の強化を推
進。

【取組】

○農業水利施設の老朽化が進行する中、施設の更新整備に当たり、
長寿命化やライフサイクルコストの低減が求められている。
また、近年、集中豪雨の増加や大規模地震の発生等、災害リスク
が高まっている。

【現状・背景】

ため池の地震対策排水機場の更新用水路の更新

農業水利施設の戦略的な保全管理

【改修後の用水路（イメージ）】

【用水路の改修状況】

【排水機場の整備（イメージ）】

【排水樋門の劣化（ひび割れ）】 【ため池の全景】

【ため池の改修状況】

（１）イノベーションによる農林水産業の振興
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○近年、北海道においても自然災害が多発しており、今後も気候変
動に伴う災害の激甚化等が懸念されていることから、間伐等によ
り、森林の有する多面的機能の発揮を図る必要がある。

○北海道の森林は全国の森林面積の22％を占め、戦後造成された人
工林は利用期を迎えていることから、木材の安定供給体制を構築
するため、豊富な森林資源を適切に活用する必要がある。

【現状・背景】

○森林の有する多面的機能の発揮及び木材の安定
供給体制の構築に向けて、間伐や再造林等の森
林整備を着実に実施するとともに、高性能林業
機械や優良品種の活用、路網整備等による林業
の低コスト化を推進。

一台で立木の伐倒・枝払い・玉切り・集積
が可能な高性能林業機械「ハーベスタ」

路網整備と高性能林業機械の組合せによる森林整備の低コスト化 主伐後の着実な再造林

【取組】

（左）幹線となり一般車両の走行も想定した
「林道」、（右）10ｔ積み程度のトラックの
走行を想定した「林業専用道」、（下）林業
機械の走行を想定した「森林作業道」

路網整備により、林業機械の導入や最大限の性能発揮等を促進し、施業全体を効率化。

主伐後の植栽現場

○ 林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を実現し、国土強靱化や地球温暖化防止等にも貢献するため、
施業の集約化や路網整備等を通じた低コストで計画的な間伐や主伐後の再造林等を推進する。

林業の成長産業化に向けた森林の整備

（１）イノベーションによる農林水産業の振興
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漁港ストックを有効活用した
増養殖等のイメージ

【漁港の衛生管理】

○水産業の競争力強化と輸出促進に寄与する
ため、屋根付き岸壁等の施設整備と併せた
高度衛生管理対策等を推進。

○漁業生産の増大に寄与するべく、水産物の
生活史に対応した良好な生息環境空間を創
出し海域の生産力を向上させるため、藻場
や魚礁等の整備を推進。

○漁港の機能分担・有効活用を図る漁港にお
いて、機能集約により空いた漁港の静穏水
域を増養殖等の場として活用するなど、漁
港ストックの最大限の活用に資する施設整
備を推進。

【取組】

屋根付き岸壁

清浄海水導入施設の利用の様子
（当該施設で供給された海水で魚を洗浄）

増殖場施設：魚類の産卵藻場等を整備

魚礁施設：魚類を蝟集※等させる施設の整備
※蝟集（いしゅう）：（はりねずみの毛のように）多く寄り集まること。

○ 水産物の流通・生産力強化、高品質化等のため、漁港の高度衛生管理対策等を推進するとともに、海
域の生産力向上等のため、水産物の生活史に配慮した水産環境整備を推進する。また、漁港の静穏水域
を増養殖等の場として活用し、漁港ストックの最大限の活用を図る。

【水産環境整備】 【漁港ストックの最大限の活用】

○高鮮度で安全な水産物を国内に安定供給す
るとともに、拡大する世界の食市場を獲得
するため、輸出先国の求める品質・衛生基
準に応えることが必要である。

○北海道の海面漁業・養殖業生産量は、３年
ぶりに 100万トン（平成30年）を上回った
ものの、依然低位で推移している。

○回遊性資源の生産量が減少する中、漁港ス
トックを有効活用した増養殖等への期待が
高い。

【現状・背景】

水産物の安定供給に向けた漁港・漁場の整備

（１）イノベーションによる農林水産業の振興

ナマコ試験礁を設置し、ナマコ種苗を放流
港口にナマコ流出防止フェンスを

設置（船外機船は航行可能）

中型のホタテ
漁船は

他地区へ

－
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336

＜農業生産基盤と物流ネットワークの整備によるフードサプライチェーンの強化＞

273

240

241

38

274
38

38

274237

出典：北海道開発局調べ

【北海道内主要都市※の一般国道の交通量の
状況（前年比）】

苫小牧港

きたみらい農協
（北見市・訓子府町・置戸町）

十
勝
オ
ホ
ー
ツ
ク
自
動
車
道

訓子府選果場

西相内選果場

端野選果場

生田原道路

北旭川駅

国営かんがい排水事業
北見二期地区

たまねぎ出荷時期：８月～翌４月

【現状・背景】 【取組】
○全国的な農作物の不作、コロナ禍で延べ19か国が農産物の
輸出を規制（～令和２年７月）したことなどを踏まえ、北
海道における農産物の安定的な供給が必要である。

○北海道から道内外への農産物の安定供給に向け、農業生産
基盤の整備や物流ネットワークの強化が必要である。

○国営かんがい排水事業等の農業農村整備事業を推進。

○生産地と都市・物流拠点を連絡する高規格幹線道路等の整
備を推進。

○道外への移出が行われる苫小牧港において物流機能の強化
を推進。

陸別小利別

北見東IC

北
見
西
IC

北
見
北
上
IC

北
見
中
央
IC

北
見
川
東
IC

陸別IC

足寄IC

訓子府選果場
（R3.5～6 稼働予定）

▲処理能力向上に向けた
選果場集約・増進

西相内選果場
（R1.6 新設・稼働）

▲生産農家の作業削減に向けた
たまねぎ茎葉処理機械の導入

▲加工品拡大に向けた
皮むき機導入

たまねぎの増産に資する設備投資
（きたみらい農協）

陸別小利別

北見市

置戸町

訓子府町

訓子府IC

39
3912

12

452

275

234

237

242

きたみらい農協

コロナ禍においても物流を含めた大
型車は最大２割程度の減少であり
ニーズは高い

出典：東京都中央卸売市場月報

コロナ禍においても
東京への供給が安定

【東京市場における北海道産野菜入荷量】

北海道

全体

（全国＋輸入）

※主要都市：札幌、小樽、室蘭、函館、旭川、稚内、北見、釧路、帯広

（参考）コロナ禍における農産物の出荷及び交通への影響

（２）「食」の高付加価値化と総合拠点づくり

○ 農産物の安定生産に資する農業農村整備事業、食料の安定輸送を支える道路事業、港湾事業等の連携に
よる物流ネットワークの構築を推進し、遠隔消費地への安定的なサプライチェーンを強化する｡

農業農村整備事業、道路事業、港湾事業等の連携によるサプライチェーンの強化①

凡 例

道外移出時のトラック輸送ルート

道外移出時の鉄道輸送ルート（トラック区間）

道外移出時の鉄道輸送ルート（鉄道区間）

※輸送ルートについては、発注ロットや
輸送先に応じて適宜使い分け

■フードサプライチェーンの強化事例（たまねぎ）
【全国たまねぎ生産量】 【オホーツク管内から道内外への出荷内訳（輸送機関）】

出典：平成30年産野菜生産出荷統計（農林水産省）
出典：平成31年度・令和元年度 農畜産物及び加工食品の移出実態

（平成30年）調査結果報告書（北海道開発局）

北海道他地域
434,090 t (38%)

オホーツク管内
283,310 t  (24%)

他都府県
437,600 t

(38%)

オホーツク管内は
全国有数のたまねぎ産地

ＪＲ
193,524.3t 

(55%)

トラック・
フェリー
152,046.7t 

(44%)

内航船 2,935.3t (1%)

オホーツク管内からは４割が
トラック運搬でたまねぎを出荷

端野選果場 （建設中）
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○苫小牧港は北海道と本州を結ぶＲＯＲＯ船※定期航路が
週44便就航（令和２年４月現在）しており、北海道産農
水産物の移出等の重要な物流拠点となっている。

○道内の基幹産業に必要となる原材料（配合飼料原料（と
うもろこし）、原油、パルプ・チップ用材等）は輸入に
依存しており、ほぼ100％を海運が担っている。

※ＲＯＲＯ船：貨物を積んだトラックやトレーラーが自走して乗り
降りすることができる船舶。

【現状・背景】

○北海道産農水産物の移出等を支える国内物流の機能強化及び
安定性確保を図るため、複合一貫輸送※ターミナル等の整備
を推進（苫小牧港等）。

○道内の基幹産業に必要となる原材料の輸入を支える国際物流
の機能強化及び安定性確保を図るため、国際物流ターミナル
の整備を推進（苫小牧港、釧路港、石狩湾新港等）。

※複合一貫輸送：ある貨物が船舶・トラック・鉄道・航空機といった複
数の輸送手段により中継して運ばれる場合に、詰めら
れた貨物が中継地で開封されることなく、荷受人に届
けられる輸送。

【取組】

6,899 6,665 
7,266 

8,832 
9,734 

10,705 10,896 11,083 10,440 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

移出 移入

千トン

苫小牧港西港区本港地区における複合一貫輸送ターミナル改良事業

165.0 165.0 165.0 165.0

660.0

西４号上屋西１号上屋 西２号上屋 西３号上屋

苫小牧埠頭㈱

西１号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西６号倉庫
苫小牧埠頭㈱

西５号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西２号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西３号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西４号倉庫

15m

・苫小牧港は、北海道産農水産物の移出等の重要な物流拠点となっ
ているが、本港地区では狭隘なエプロンで非効率な荷役となって
いること、岸壁の老朽化が著しく倒壊の危険があることが課題。

・岸壁の老朽化対策と併せて、荷さばき地を一体的に整備し、荷役
車両の安全な動線を確保することにより、荷役を効率化。

・１バース目の供用開始(平成25年)以降、本港地区のＲＯＲＯ船の
貨物量は増加傾向にある。

民間倉庫
公共上屋
エプロン

公共上屋を撤去し、エプロンを拡張したことにより、
スムーズな走行が可能となり、荷役の効率化が図られた

220.0 220.0 220.0

660.0

苫小牧埠頭㈱

西１号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西６号倉庫
苫小牧埠頭㈱

西５号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西２号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西３号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西４号倉庫

エプロンの拡幅等により
トレーラーのＵターンが可能

本港地区利用ＲＯＲＯ船の貨物量推移

※ 北海道開発局調べ

車両が走行するスペースが狭く、
走行速度を落として荷役作業を行っていた

岸壁(水深９m) ２バース
平成27年度、平成29年度供用開始

岸壁(水深10m)
整備中

耐震強化岸壁(水深９m)
平成25年度供用開始

岸壁(水深９m)
平成30年度供用開始

（整備前）

（整備後）

農業農村整備事業、道路事業、港湾事業等の連携によるサプライチェーンの強化②

（２）「食」の高付加価値化と総合拠点づくり

＜港湾における物流機能の強化＞
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○ 新たな成長分野として見込まれる農水産物の輸出増加に対応するため、農水産物の輸出に戦略的に取
り組む港湾において輸出促進に資する港湾施設の整備を推進するとともに、高規格幹線道路等の交通
ネットワークの構築を推進する。

港湾事業、道路事業等の連携による農水産物輸出促進基盤の整備

○道産食品輸出額の目標達成（2025年に1,500億円）に向けて、
北海道の「食」の高付加価値化・競争力向上と効率的な輸送
体系の構築が必要である。

○水産物を取り扱う港湾において、鳥害、日射等による水産物
の品質低下が課題となっている。

○高規格幹線道路等が繋がっておらず、水産物の輸出拠点港湾
までの輸送ルートはアクセス性が課題となっている。

【現状・背景】

○屋根付き岸壁の整備により、水産物の鳥害、日射
等による品質低下を防ぎ、商品価値を向上させる
ことで、輸出競争力の強化を推進。

○連携水揚港湾と輸出拠点港湾を結ぶ高規格幹線道
路等の整備を推進。

【取組】

小口貨物積替円滑化支援施設

小口貨物積替円滑化支援施
設等の整備により、輸出環
境を改善(整備済み)。

連携水揚港湾
(苫小牧港・紋別港・根室港・枝幸港・増毛港)

屋根付き岸壁の整備により、商品価値を向
上させ、輸出競争力を強化。

増毛港
（連携水揚港湾）

枝幸港
（連携水揚港湾）

紋別港
（連携水揚港湾）

根室港
（連携水揚港湾）

石狩湾新港
（輸出拠点港湾）

苫小牧港
（輸出拠点港湾・
連携水揚港湾）

R2.3.22開通

R2.3.7開通

コンテナ船等
により輸出

R2.3.28開通
R1.12.21開通

令和2年度
概略ルート・構造の検討
（遠軽～上湧別）

北海道横断自動車道根室線

旭川紋別自動車道

北
海
道
縦
貫
自
動
車
道

深川留萌
自動車道

道央圏
連絡道路

屋根付き岸壁の利用状況イメージ

輸出拠点港湾
(苫小牧港・石狩湾新港)

【2019年】
664億円

目標【2025年】
1,500億円

【2014年】
663億円

663
773 702 674

774
664

0

200

400

600

800

1,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

道
産
食
品
輸
出
額

道産食品輸出額
（億円）

（暦年）

基準値

出典：北海道「北海道食の輸出拡大戦略推進状況報告書」

（３）「食」の海外展開

コンテナ船（国際フィーダーを含む）
等により輸出

凡 例

高規格幹線道路等
開通区間
事業区間
未事業区間

輸出ルート

□□□□

■■■■

（参考）高規格幹線道路の整備状況

出典：（北海道）北海道開発局調べ （全国）令和２年版国土交通白書
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３ 世界水準の観光地の形成－
 2
6
 －



○新千歳空港では､冬期における航空機の欠航や遅延は､
除雪車両やデアイシング※の有効時間超過により、駐
機場へ引き返す航空機の動線が確保されていないこと
が一因となっている。※デアイシング：航空機に対する防除雪氷作業

【現状・背景】

○航空機の安定運航を図るため､新千歳空港において､誘導路の
複線化、滑走路端近傍のデアイシングエプロンの整備を推進。

○新千歳空港、函館空港等において、空港の安全・安心な運用
に資する空港施設の整備を推進。

【取組】

○ 航空ネットワークの拠点となる空港機能の強化、港湾におけるクルーズ船の受入環境の整備、観光地や
主要な空港・港湾等へのアクセス強化を図る高規格幹線道路等の整備を推進するとともに、国内外の旅行
者に優しい道路情報の提供など、旅行者の安全・安心かつ広域的な周遊を促進する取組を推進する。

＜航空ネットワークの拠点となる空港機能の強化＞

出典：航空局「空港管理状況調書」より作成

Ｂ 滑 走 路

Ａ 滑 走 路

Ｄ(平行)誘導路

×

(運用中)

(除雪車両)

① ②

②離陸機が駐機場に引き返す
→滑走路の走行（占有）

①除雪車両の待機
→滑走路閉鎖時間の長期化

末端取付誘導路複線化(北側)

消防庁舎 除雪車庫移設(予定)

末端取付誘導路複線化(南側)

平行誘導路複線化

Ｂ 滑 走 路

Ａ 滑 走 路

新千歳空港(冬期の現況)

新千歳空港における誘導路複線化等の整備

Ｄ(平行)誘導路

✈

✈

✈

✈

デアイシング
エプロン

移動・周遊を支える交通ネットワークの整備①

（１）国内外の旅行者の受入環境整備

－
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係船柱

○新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、令和２年
９月に「クルーズの安全・安心の確保に係る検討・中
間とりまとめ」を公表し、同時に、日本外航客船協会
及び日本港湾協会から、国内クルーズに係るガイドラ
インが公表されたところ。

○再び安心してクルーズを楽しめるよう、クルーズ船の
受入環境を整備する必要がある。

【現状・背景】

○寄港地で安心してクルーズ船の受入れができるよう、新型コ
ロナウイルス感染症に備えた体制を関係者と連携して構築。

○函館港、小樽港等において、既存岸壁を活用し、クルーズ船
の受入れに必要となる係船柱や防舷材等の整備を推進。

○みなとオアシスの活用も図りながら、関係者と連携してク
ルーズ旅客等の観光交流を促進。

【取組】

防舷材
係船柱

大型クルーズ船の係留に対応した係船柱
※１

・防舷材
※２

の設置。
クルーズ船上でアイヌ古式舞踊の披露

室蘭港に寄港するクルーズ船観光客で賑わう小樽運河

観光客で賑わう函館朝市
※１ 係船柱：係船用の綱をかけるため、埠頭上に設ける直柱又は曲柱。
※２ 防舷材：船の舷側の接触衝撃を防ぐために、岸壁等に取り付けられるもの。

＜港湾におけるクルーズ船の受入環境の整備＞

移動・周遊を支える交通ネットワークの整備②

（１）国内外の旅行者の受入環境整備

「釧路みなとオアシス協議会おもてなし部会」による観光案内

※写真は令和元年以前のもの

－
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■空港等拠点からの２次交通を支える交通ネットワーク

（事業中）
旭川東神楽道路
L=10.1km

旭川空港
旭川空港（旭川市）

（整備済）
主要道道
鷹栖東神楽線
L=10.1km

至 層雲峡、紋別、知床

氷瀑まつり（層雲峡）

流氷砕氷船ガリンコ号
（紋別市）

知床岬ホエールウォッチ
ング（羅臼町）

写真① 旭川東神楽道路周辺の混雑状況

■２次交通を支える道路事業の例
（地域高規格道路 旭川十勝道路（旭川東神楽道路））

現在、空港から旭川北
IC間は、旭川市街地を
通行し、主要渋滞箇所
が複数存在

旭川東神楽道路により、
旭川空港と高規格幹線道
路ICが直結し、広域周遊
環境が改善

移動・周遊を支える交通ネットワークの整備③

＜観光地や空港・港湾へのアクセス強化＞

（１）国内外の旅行者の受入環境整備

凡例

地域高規格道路旭川十勝道路
（旭川東神楽道路）

主要道道鷹栖東神楽線

旭川空港からの周遊ルート(現在)

旭川空港からの周遊ルート
(旭川東神楽道路供用後)

● 主要渋滞箇所

○空港等からの２次交通を支える高規格幹線道路等の
整備を推進（北海道横断自動車道（本別～釧路）、
旭川東神楽道路等）。

○北海道内における７空港が令和２年度に一括運営委託され、
今後観光振興に向けた事業が展開される見込み。

○各空港等からの２次交通を支える交通ネットワークの強化が
必要となっている。

【現状・背景】 【取組】

－
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83.4%

11.0%
5.6%

平成３０年 道内旅行者内訳

道内

道外

外国人

【観光地案内の改善事例】
○道路利用者にわかりやすい観光地等の案内のため、
案内標識の改善を推進。

○道の駅駐車場の利用環境向上に向けた取組等、国
内客等の安心なドライブ観光の促進対策を推進。

【取組】

安心で快適なドライブ環境整備

ウポポイの開業に合わせ、主要な都市・拠点
からウポポイを分かりやすく案内するため、
関係する道路管理者等が連携し、経路上の案
内標識や道路情報板でピクトグラムを含めて
「ウポポイ」を表示。

○ 道内や国内の観光需要の早期回復に向け、国内に類を見ない雄大な自然等を活かしたドライブ観光を推
進し、地方部への周遊を促進するため、安全で快適なドライブを支える道路整備や道の駅整備に加え、各
道路管理者等との連携の下、観光地案内や道路情報提供の充実、公共交通との連携強化等に取り組む。
※これらの取組と同時に、ポスト・コロナにおけるインバウンド回復を見据え、多言語による道路情報提供等を進める。

＜ドライブ観光の推進＞

【道の駅における感染症対策（道の駅「ピア２１しほろ」）】

道内観光客

自家用車 74%

鉄道 9%

路線バス 4%

レンタカー 3%

タクシー等 2%

【道内旅行時の移動交通手段（複数回答）(令和元年度)】

道外観光客

鉄道 43%

レンタカー 28%

路線バス 23%

タクシー等 17%

観光バス 16%

地域資源を活かした多様な観光メニューの充実①

R1(暦年)

出典：北海道地区レンタカー協会連合会

【北海道における訪日外国人への
レンタカー貸出台数の推移】

【来道外国人旅行者数の推移】

写真差し替え

（２）世界に通用する魅力ある観光地域づくり

【北海道観光客の内訳(平成30年度)】

出典：令和元年度北海道来訪者満足度調査((社)北海道観光振興機構)
上位５つのみ記載

日本最北の不凍湖として知
られる支笏湖畔を通る国道
453号。

アイヌ文化の復興・創造等
に関する中核的な役割を担
う民族共生象徴空間「ウポ
ポイ」。

【国内に類を見ない個性的な自然・文化の観光資源の例】
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出典：北海道｢北海道観光入込客数調査報告書｣

出典：北海道｢北海道観光入込客数調査報告書｣

【現状・背景】
○コロナ前における北海道観光客は、外国人来道者
が急増しているが、全体としてみると国内客（道
内・道外）が９割以上を占め、道外観光客では、
自然観賞やドライブ、道の駅めぐりを目的とする
観光客が多い。

○道内客の約７割が自家用車、道外客の約３割がレ
ンタカーを移動手段として利用しているが、交通
についての満足度が観光・旅行全体の満足度に比
べて低く、課題となっている。

－
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＜北海道ドライブ観光促進プラットフォームの取組＞

地域資源を活かした多様な観光メニューの充実②

○北海道における訪日外国人へのレンタ
カー貸出件数は５年で約５倍に急増し
ている。

○外国人旅行者の訪問先は道央圏に集中
していることなどが課題となっている。

【現状・背景】

○外国人ドライブ観光の促進に取り組むことを目的に平成30年６月に「北海道ドラ
イブ観光促進プラットフォーム」を設立し、参加団体を随時募集。
（構成員（観光団体等）：設立当初11機関 → 令和２年11月末現在105機関）

○外国人ドライブ観光客の移動や滞在状況をGPSデータで取得・分析し、北海道ド
ライブ観光推進プラットフォームにて共有を図り、道内地方部への誘客に活用。

【取組】

【外国人ドライブ観光客の周遊・滞在動態】
（2019年１～12月）

【外国人の道内圏域別宿泊割合】

○ 今後の新型コロナウイルス感染症の収束状況などを踏まえ、インバウンド回復後に向けて外国人ドライブ
観光客の移動経路等のデータを「北海道ドライブ観光促進プラットフォーム」で共有・活用し、道内地方部
への誘客等に向けた取組を推進する。

・外国人ドライブ観光客は、レンタカー以外の交通手段では訪問が難しい地域も含めて北海道内各地を広く周遊。
・外国人ドライブ観光客は、来道外国人旅行者全体に比べ、より地方を訪れ、より長い期間滞在。

《分析結果》

（２）世界に通用する魅力ある観光地域づくり

【平均旅行日数】

滞在者数（10kmメッシュ別）測位者数（通過者数）（10kmメッシュ別）
レンタカーにより
レンタカー以外の交通手段
では訪問が難しい地域を含
め広く周遊。

滞在は主要観光地に集中。
通過はするものの、滞在して
いない市町村が多く⾒られる。

（注1）データ数︓外国⼈ドライブ観光客 2,166⼈
（注2）滞在者とは、同⼀1㎞メッシュ内に30分以上連続して滞在した者
出典︓北海道開発局資料

外国⼈
ドライブ
観光客

（2018年）

来道外国⼈
旅⾏者全体

外国⼈
ドライブ
観光客
（2017年
9-11月）

外国人
ドライブ
観光客

（2019年）

来道外国⼈旅⾏者全体
(2018年度)

道央圏
72.4%

地方部
27.6%

空知
0.6% 石狩

3.0%

札幌市
42.7%

後志
14.1%

胆振
11.9%

道南圏
9.3%

道北圏
12.3%

オホーツク圏
1.5%

十勝圏
2.2%

釧路・根室圏
2.4%

出典︓北海道「北海道観光入込客数調査報告書」

N＝宿泊延べ数 884万⼈泊

外国人ドライブ観光客
(GPSデータ:2019年)

道央圏
52.9%

地方部
47.1%

空知
0.5%

石狩
4.2%

札幌市
27.4%

後志
10.3%

胆振
10.2%道南圏

6.9%

道北圏
23.8%

オホーツク圏
6.0%

十勝圏
3.5%

釧路・根室圏
7.0%

(宿泊データ取得ユーザー数 1,819⼈）
N＝宿泊延べ数 6,664⼈泊

出典︓北海道開発局資料
出典︓北海道開発局資料

（レンタカー以
外の他の移動
手段も含む
:2018年度北
海道庁調査結
果より計算）
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○北海道は観光地間の距離が長いため、移動そのも
のを楽しむドライブ観光促進が重要であり、雄大
な道路景観は重要な地域資源の一つ。

○地域と行政が連携し、景観・地域・観光空間づく
りに取り組む「シーニックバイウェイ北海道」
に、指定13ルート、候補３ルートの約 440団体が
参画（令和元年12月時点）。

○北海道の道路を、観光客を呼び込む「みち」に育
てていく「秀逸な道」の試行を平成30年度から実
施し、地域への愛着・誇りのより一層の形成にも
貢献。

■「秀逸な道」の試行における取組事例

整備前

整備後

景観改善事例：標識の集約・撤去

（国道243号 弟子屈町美幌峠頂上付近）

■地域におけるウィズ・コロナの取組
重点的な景観保全 ドライブ観光の促進に向けた情報発信

地域への訪問・滞在を促すことで、地域
の活性化及び地域への愛着・誇りの形成
をより一層促進し、生産空間におけるコ
ミュニティの維持にも貢献。

【現状・背景】 【取組】

■シーニックバイウェイルート

○ 「シーニックバイウェイ北海道」において、魅力ある道路景観を地域の重要な観光資源の一つとして確立
するため、特に魅力的な区間について景観の保全、情報発信を重点的に推進する「秀逸な道」の取組を本格
展開するとともに、地域との協働を通じて生産空間のコミュニティ維持を推進する。

地域資源を活かした多様な観光メニューの充実③

＜「シーニックバイウェイ北海道」等の推進＞

（２）世界に通用する魅力ある観光地域づくり

○令和２年度、シーニックバイウェイ「秀逸な道」の制度が創設され、各
地域の活動団体が選定する特に魅力的な区間について、令和３年度から
取組の本格展開を推進。

○地域と道路管理者が連携し「秀逸な道」の魅力ある道路景観を守り育て
る取組や観光資源としての磨き上げに取り組む。

○当面、観光需要の中心となる国内・道内からの観光を促進するため、ド
ライブ観光の特性を活かしながら、関係機関との連携の下、「秀逸な道」
と周辺観光資源をパッケージ化した情報発信による誘客等に取り組む。

○（国研）土木研究所寒地土木研究所と連携し、良好な景観形成に資する
屋外公共空間の評価、魅力向上及び利活用促進に関する技術研究開発を
推進。

知床ねむろ・北太平洋シーニックバイウェイ
（候補ルート）の取組事例

・広域分散型の地域構造を活かし、３密を避けた
旅行形態としてドライブ観光によるマイクロ
ツーリズムを促進。

－
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【受入環境の改善】
▼休憩施設の充実

路線バスを活用した
自転車輸送

▼移動のサポート

【自転車走行環境の改善】

路面への通行位置明示ルートの案内サイン

評価・意見の投稿
（イメージ）

コミュニケーションサイトによる情報発信
サイクリストからの意見収集

スポット情報

道の駅わっかない

住所 北海道稚内市開運2丁目2­6

総合的な満⾜度 4/5

道の走りやすさ 4/5

-----------
全体的に走りやすい道が多く、
景⾊も最⾼でした︕

【情報発信･サイクリストとのコミュニケーション】

■ルート協議会での取組内容■ルート協議会の登録状況

○ 世界水準のサイクルツーリズム環境の実現に向け、安全で快適な自転車走行環境の改善、サイクリストの
受入環境の改善、情報発信等の取組を推進する。

○全道各地のルート協議会が令和２年度中に策定する
アクションプランに基づき、令和３年度からサイク
ルルートの受入環境、自転車走行環境の改善、情報
発信、サイクリストとのコミュニケーションを民間
と行政が一体となって推進。

【取組】

○近年、自転車を活用した観光地域づくりが有望視され、各地で取組
が実施されているところ。

○北海道においては、平成29年度から５つのルートによる試行を開始｡
○令和元年度には北海道サイクルルート連携協議会を設立し、８つの
ルートによる取組を推進している。

【現状・背景】

「北海道サイクルルート連携協議会」（令和元年８月設立）にて、質の
高いサイクルツーリズムを提供する団体（ルート協議会）を募集。

＜サイクルツーリズムの推進＞

地域資源を活かした多様な観光メニューの充実④

（２）世界に通用する魅力ある観光地域づくり

▼新しい観光資源の開発（道路と河川の連携）

・天塩川及び宗谷シーニックバイウェイと連携し、自転車
とカヌーをパッケージ化し、それを活用したモニターツ
アーを実施するとともに、ＰＲ動画を作成して観光資源
の開発を推進。

▼流氷観光など冬の北海道観光を推進

・北海道の冬の観光資源を活かし、ファットバイクでのサ
イクリングの実施やワカサギ釣り、流氷見学などを周遊
したツアーを実施。

オホーツク流氷ライド

宗谷岬に向けての
サイクルツーリズム

カヌーによる周遊

■各ルートにおける取組事例

サイクルラックや修理工具の
設置（道の駅等の立寄施設）

連携協議会 ：北海道開発局、北海道運輸局、北海道、北海道商工会議所連合会、北海道観光振興機構、シー
ニックバイウェイ支援センターにより構成

ルート協議会：質の高いサイクルツーリズムを提供する団体。市町村、総合振興局・振興局、開発建設部、民間
事業者団体（観光協会、商工会議所等）、自転車関連団体等により構成

※写真は令和元年以前のもの

－
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＜河川空間を活用したツーリズムの推進（「かわたび北海道」プロジェクト）＞

○ 世界水準の観光地形成のため、四季折々の川の自然環境や景観、水辺活動やサイクリング環境等、河
川空間が有するポテンシャルを活用したツーリズムを推進する。

天塩川での探検をきっかけに松浦武四郎が北海道と命名してから150年となる平成30年を契機
として、川を軸とした地域づくり、観光振興の取組を拡大。 かわたびほっかいどう 検索

泥炭層の体験

●川を知ってもらう ●つながる

「かわたびコー
ディネーター」
設置の試行、民
間等との「かわ
たび交流会」を
発足し、川の魅
力情報発信や観
光ツアーを企
画・調整。

ＳＮＳ等を活用
して川に関する
情報を発信。厚
真川・安平川、
鵡川・沙流川の
情報発信を行い、
北海道胆振東部
地震からの復興
を支援。

●河川空間の魅力向上・水辺利活用の促進

地域と連携した
取組により河川
空間の魅力を向
上させるととも
に、公共施設見
学ツアーの実施
等により水辺利
活用を促進。

公共施設見学ツアーかわたび交流会の取組

「かわたび北海道」プロジェクト

○水辺利活用に係るニーズの発掘・マッチングの促進、地
域と連携した魅力的な水辺空間の創出等により、地域づ
くり・観光振興に貢献する「かわたび北海道」プロジェ
クトを全道的に推進。

○河川空間を活かした多様な観光メニューを充実させると
ともに、観光地域づくりを担う人材育成を通じて、北海
道が世界に評価され、将来にわたって人々をひきつける
地域となるような取組が必要である。

【取組】【現状・背景】

（２）世界に通用する魅力ある観光地域づくり

※写真は令和元年以前のもの

地域資源を活かした多様な観光メニューの充実⑤

－
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＜インフラツーリズム等の推進＞

地域資源を活かした多様な観光メニューの充実⑥

○民間観光ツアーの中に北海道開発局所管施設の見学を組み込む「公
共施設見学ツアー」を平成25年度から実施。令和元年度から、公共
施設見学ツアーに加え、「歴史」「産業」「文化」「食」等のテー
マを取り入れた「インフラわくわくツアー」を実施。

○農泊（渚泊）対策事業は44地域（農山漁村振興交付金（農泊推進対
策）の採択地域）で採択され、地域資源を最大限活用した多様な体
験メニュー等を導入した取組を促進中。みなとオアシスは12港で登
録済。

【現状・背景】

○令和２年８月に、白鳥大橋（室蘭市）が「インフ
ラツーリズム魅力倍増プロジェクト」のモデル地
区に選定され、今後、社会実験を実施予定。

○農家民宿等を活用した滞在施設の整備や専門家の
派遣等を通じ、農泊（渚泊）を更に促進予定。ま
た、みなとオアシスにおける交流イベント等を通
じ、観光交流を促進。

【取組】

白鳥大橋（室蘭市）の見学の様子

○ 「インフラツーリズム」は、国民の暮らしや経済を支え、安全・安心な国土の基盤となる社会資本の重要
性等についてより多くの方々に知っていただくとともに、ダムや橋などの公共施設を地域の観光資源として
活用し、地域の活性化に資する取組。北海道開発局独自の取組として、テーマに歴史、産業、食といった要
素を取り入れた「インフラわくわくツアー」の実施を地域と連携して推進する。

○ 農山漁村の所得向上と地域の活性化を図る農泊（渚泊）、みなとオアシスにおける交流イベント等、地域
資源を活かした取組を促進する。

小樽港（小樽市）の見学の様子

（２）世界に通用する魅力ある観光地域づくり

【インフラツーリズム】 【みなとオアシス】
北前船競漕大会

(みなとオアシス江差)の様子

【農泊（渚泊）】
農泊モニターツアーでの

チーズづくり（鶴居村）の様子

※写真は令和元年以前のもの
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４ 強靱で持続可能な国土の形成－
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○ 平成30年９月６日に発生した北海道胆振東部地震は最大震度７を観測し、大規模な土砂災害や河道閉塞、
農地・農業用施設への土砂堆積や損傷などの甚大な被害を及ぼしたため、早期の復旧・復興を図る。

北海道胆振東部地震からの復旧・復興

○日高幌内川にて大規模な河道閉塞が発生、チケッペ川・東和川にて大規模な山腹崩壊が発生。

○農地・農業用施設への土砂堆積や損傷、林地の大規模崩壊や林道の損傷、農作物等の被害が発生。

○国が造成した農業水利施設のうち、水源の厚真ダムで余水吐（大雨時に洪水を流す水路）に倒木や土砂が流入したほか、
用水路等に甚大な被害が発生。

【施設の主な被害状況】

○北海道知事の要請を受け、新たに国直轄の砂防事業として土砂災害対策を推進するため、平成30年10月２日に「厚真川水系土砂災害
復旧事業所」を設置、体制強化のため平成31年４月１日に「厚真川水系砂防事業所」へ改編。

○令和２年４月１日に「胆振東部農業開発事業所」を「胆振農業事務所」に格上げするとともに、復旧要員を増員。
○道路、河川、港湾、農地・農業水利施設、治山施設の応急復旧は完了。また道路、港湾においては本復旧も完了。
○富里浄水場の本復旧が令和２年７月に完了。
○日高幌内川等については、河道内に堆積した不安定土砂等の再移動による二次災害の防止を図るため、引き続き特定緊急砂防事業に
よる施設の恒久対策を推進中。

○農地の復旧はおおむね完了し、営農を継続中。厚真ダムなどの本復旧を推進中。
○治山施設の災害復旧等事業は令和２年度、林道は令和３年度完了予定。引き続き、治山事業・森林整備事業による復旧等を推進中。

【取組】

被災後

日高幌内川における対策工 農地・農業水利施設の復旧状況

農業用水路の復旧状況

日高幌内川では、山腹崩壊の発生により大

規模な河道閉塞が発生。

対策後

被災２年後（令和２年６月）

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

水路工の整備砂防堰堤工の整備

砂防堰堤工

水路工

対策後

H31.３末 融雪水を安全に流す水路工（緊急対策）が完成

※引き続き、恒久対策を実施中

被災後

調査員

既設砂防堰堤

閉塞部の
⻑さ約1,100m
⾼さ約50ｍ

斜面崩壊部の移動距離
約350m

斜面崩壊の幅
約400m

被災後

－
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【取組】
○北村遊水地
石狩川下流域の根幹的な
治水対策として、北村遊
水地の整備を推進。

北村遊水地（岩見沢市）

北村遊水地

工事中の平取ダム（平取町）

○平取ダム
沙流川の洪水被害の軽減
等のため、平取ダムの建
設を推進。
（令和３年度完成予定）

○ 気候変動等に伴う水害・土砂災害の激甚化・頻発化に備えるため、これまでの河川管理者等による対策だ
けでなく、流域に関わるあらゆる関係者※が流域全体で取り組む｢流域治水｣を推進する。

※国・道・市町村・企業・住民等

○ ｢流域治水｣の考え方に基づき、堤防整備、遊水地の整備、ダム建設・再生等の治水対策等をより一層加速
するとともに、施設の能力を上回る洪水の頻発化等を踏まえ、ハード・ソフト一体の事前防災対策を推進す
る。

○平成28年８月の北海道大雨激甚災害では、北海道に４つの台風が上陸又は接近し記録的な豪雨による甚大な被害を及ぼすなど、
近年、激甚な水災害が頻発している。

○気候変動による水害・土砂災害の激甚化・頻発化に対し、外力の増大に対する整備のスピードを考えると、これまでの戦後最大
規模の洪水に対応するための堤防整備、ダム建設・再生等のハード対策の加速化とともに流域全体での対策が必要となっている。

【現状・背景】

○ダム再生
既設ダムの有効活用のた
め、新桂沢ダム（既存ダ
ムのかさ上げ）の整備を
推進するとともに、「ダ
ム再生ビジョン」策定後、
初の新規事業として平成
30年度から雨竜川ダム再
生事業、令和元年度から
佐幌ダム再生事業の実施
計画調査に着手。

雨竜川ダム再生事業（雨竜第二ダム（幌加内町））
（堤体かさ上げ・容量振替予定）

○中小河川
北海道において緊急的・
集中的に治水機能の強化
を図る緊急治水対策とし
て、「河川災害復旧等関
連緊急事業」(平成30年
度～令和４年度)による
河道掘削等を引き続き実
施し、浸水家屋・浸水農
地の解消を図る。

家屋の浸水

水田の浸水

喜楽橋付近

ペーパン川（旭川市）の浸水被害状況
（平成30年７月）

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

大規模水害・土砂災害に備えた治水対策の推進①

－
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【取組】

大規模水害・土砂災害に備えた治水対策の推進②

○ 気候変動により激甚化・頻発化する高潮等に対する安全度の向上を図るため、海岸保全施設の整備等、
事前防災対策を推進する。

○全国で高潮等による家屋被害等が発生しているとともに、気候変動による災害の激甚化・頻発化、日本海溝・千島海溝沿い
の巨大地震・津波の発生が懸念されている。

【現状・背景】

民族共生象徴空間（ウポポイ）の関連区域に位置付けられているヨコスト湿原・
海岸を含む胆振海岸等において、海岸保全施設の整備を推進。

【取組】

○胆振海岸 海岸保全事業

白老町市街地や主要交通網（国道36号、ＪＲ室蘭本線）等の高潮等による
浸水被害を防止するため、人工リーフを整備し、安全度の向上を図る。

十勝川水系戸蔦別川第２号砂防堰堤（帯広市）

○土砂災害対策
土砂災害や流木被害の
発生に備え、砂防堰堤
や流路拡幅等の整備を
推進。

○火山噴火対策
火山噴火の発生に備え、
火山泥流による被害を
防止・軽減する砂防堰
堤等の整備を推進。

樽前山覚生川２号砂防堰堤（苫小牧市）

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

海岸保全対策の推進（胆振海岸等）

ウポポイ関連区域
（ヨコスト湿原・海岸）

ウポポイ
中核区域

白老駅

白老下水
終末処理場

白老市街地

とったべつ おぼっぷ

－
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千歳川

○平成28年８月、観測史上初めて北海道に４つの台風が上陸・接近し、十勝川や常呂川等では堤防決壊
による氾濫等が発生した。これにより、市街地や農地、道路や鉄道等が甚大な被害を受けた。国内最
大の食料供給基地における被害は、農産物の価格高騰など、全国にも影響を及ぼした。

出典：農林水産省「作物統計」（平成29年）

北海道産農産物の全国シェア

【事例】北海道産農産物の
全国シェアと全国への影響

・北海道には全国シェアの
過半数を占める農作物が
多数あり、災害の発生に
よって全国の価格が高騰

するなど影響が大きい。

全国への影響

0
50
100
150
200
250
300
350
400

1 6 11 16 21 26 31 5 10 15 20 25 30
８月 ９月 （平成28年）

Ｈ２７にんじん価格

Ｈ２８にんじん価格

Ｈ28災害
発生

Ｈ27価格

約
２
倍

出典：農林水産省 「青果物卸売市場調査」（日別）

全国主要卸売市場のにんじん価格の推移
（平成27年－平成28年比較）

円
／

㎏

小 麦 大 豆 ばれいしょ

小 豆たまねぎ秋にんじん

61万t
(67％)

10万t
(40％)

188万t
(78％)

19万t
(90％)

80万t
(65％)

5.0万t
(94％)

全国生産91万t 全国生産25万t 全国生産240万t

全国生産5.3万t全国生産123万t全国生産21万t

空知川の被災状況
・堤防決壊２箇所、被災216戸、浸水面積約200ha

北見市常呂町日吉地区の冠水被害状況
・冠水した主な作物：てんさい、ばれいしょ、たまねぎ

たまねぎ

【事例】北海道での大規模自然災害は全国に大きな影響（平成28年８月北海道大雨激甚災害での例）

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

－
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○ 整備を超えるスピードで進行する気候変動に対応するため、気候変動適応型の水災害対策への転換を推進
する。

気候変動を踏まえたハード・ソフト一体となった水災害対策

第１回北海道地方における気候変動を踏まえた
治水対策技術検討会（令和元年７月）

○平成28年８月の北海道大雨激甚災害を契機として、北海道開
発局は、北海道や有識者と協働して気候変動に伴うリスク評
価を検討。

○令和２年５月には、気候予測アンサンブルデータといった最
新の科学的知見に基づいて、
気候変動による降雨量、河
川流量、浸水頻度等のリス
クの変化を評価し、このリ
スクに基づく適応策等をま
とめた「中間とりまとめ
（案）」を公表。

○上記の検討結果等を活用し
て、河川整備計画の見直し
を推進。

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

北海道北部、北海道南部、
九州北西部

1.15 1.4
その他12地域 1.1 1.2

＜暫定値＞

○近年、北海道においても、短時間に強い降雨の発生頻度が増加。
○北海道は、全国の他の地域と比べて気候変動の影響が大きく、世界の平均気温が
２℃上昇した場合の降雨量が1.15倍、４℃上昇した場合は1.4倍になると試算さ
れ、将来における降雨量の変化倍率が大きくなる傾向にある。

○これまでの治水計画は過去の降雨等に基づいて作成してきたが、気候変動の影響
による降雨量の増大等により、現在の計画による整備が完了しても必要な安全度
が確保できないおそれがある。

出典：気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言（令和元年10月 国土交通省）

２℃上昇 ４℃上昇

【現状・背景】

降雨量の変化倍率

【取組】
～ 気候変動による影響（十勝川中流部の事例）～

出典：北海道地方における気候変動を踏まえた治水対策技術検討会（中間とりまとめ）（令和２年５月）

・ 帯広地点の概ね150年に1回程度起こる降水量は、２℃上昇時に1.1倍、
４℃上昇時に1.4倍に増加

・ 洪水ピーク流量は、２℃上昇時に1.3倍、４℃上昇時に1.7倍に増加
これまでの気候 将来予測される

気候（４℃上昇）※リスクの変化例

（十勝川中流部の
年平均想定被害
額の変化）

被害額5.8倍
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道内アメダス100地点当たりの時間30mm以上の降雨発生回数

1978～1987
平均 17回

2010～2019
平均 32回

約２倍

出典：（一財）日本気象協会北海道支社資料より北海道開発局作成
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○ 近年、北海道を含め全国各地で大規模な自然災害が頻発し、さらに北海道においては日本海溝・千島海溝沿
いの巨大地震の発生が切迫しているため、激甚化・多様化する自然災害に対する早期の防災対策を推進する。

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震などの地震・津波の発生に備えた対策の推進①

○令和２年４月に内閣府の検討会において日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルによる想定津波高が公表され、国において
地震・津波による被害想定・防災対策の検討、北海道において津波浸水想定の検討を実施中。

○北海道においては、冬期に地震・津波が発生した場合、マイナス20度を下回る低温や積雪、風雪、流氷などにより応急・復旧
活動が妨げられ避難生活が困難になるなど、被害の増大が想定される。

○地震・津波による被害や社会的影響を最小限に抑えるため、最新の被害想定を踏まえ、各分野において地震・津波対策を推進
する必要がある。

【現状・背景】

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

出典：政府 地震調査研究推進本部ＨＰ 令和２年１月24日公表

※地震活動の長期評価によると、東日本大震災のような超巨大地震（Ｍ8.8程度以上）や
巨大地震（Ｍ7.8～8.5程度）等の地震の発生が切迫している。

※検討した津波断層モデルをもとに、津波シミュレーションを実施し、
沿岸での津波の高さや浸水範囲を推計

○最大沿岸津波高
（主な箇所を抜粋）
鹿部町 ：12.0m
えりも町：27.9m
豊頃町 ：25.0m
釧路町 ：27.3m
厚岸町 ：21.4m
根室市 ：22.0m

千島海溝の17世紀型
Ｍ８．８程度以上 Ⅲランク

根室沖から
色丹島沖及び択捉島沖

Ｍ８程度 Ⅲランク

十勝沖
Ｍ８程度 Ⅱランク

【千島海溝の過去のM8程度の地震例】
1843年：根室沖
1894年：根室沖
1952年：十勝沖
1973年：根室沖
2003年：十勝沖

流氷等により
破壊された家屋

（1952年
十勝沖地震）

出典：浜中町役場

冬の避難の様子
（1952年

十勝沖地震）
出典：浜中町役場

想定される沿岸での津波の高さ（北海道）主な海溝型地震の評価結果（地震発生確率）

出典：内閣府HP 防災情報ページ 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会 令和２年４月21日公表

青森県西方沖から
北海道西方沖

Ｍ７．５～Ｍ７．８程度 Ⅰランク

冬期災害事例
【千島海溝の17世紀型の地震例】

17世紀：十勝沖から根室沖

北海道北西沖
Ｍ７．８程度 Ⅰランク

Ⅲランク（高い）：
30年以内の地震発生確率26％
以上

Ⅱランク（やや高い）：
30年以内の地震発生確率が3
～26％未満

Ⅰランク：
30年以内の地震発生確率が
3％未満

Ｘランク：
地震発生確率が不明

（過去の地震のデータが少ない
ため、確率の評価困難）

ランクの算定基準は２０２０年１月１日

凡 例

【Ⅲランク、Ⅱランク、Ⅰランク、Ｘラン
クのいずれも、すぐに地震が起こることが
否定できない】

※北海道関連抜粋－
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■津波被害軽減対策

A

A’

津波浸水
回避が可能

樋門遠隔操作化

【津波浸水予測（最大浸水深）】

既存林帯

減勢堀

【海岸防災林を整備（白糠町）】
津波エネルギーの減衰や漂流物の
捕捉等の効果が期待。

減勢盛土・植栽

（A-A’断面）

津波浸水
津波浸水を回避

《国道44号》
《釧路外環状道路》

A’A

至 釧路東IC

至 釧路⻄IC

＜防災ひろばと釧路外環状
道路との連絡路＞

■支援ルート・避難ルートの整備

釧路町
防災ひろば

釧路周辺の地震・津波対策事例

【津波浸水域を回避する高規格幹線道路
（釧路外環状道路）】

国道44号釧路東IC付近の津波浸水回避が可能となり、
災害時における迅速な避難及び救援活動が可能。

【橋梁の耐震補強（国道38号釧路大橋）】
地震後、橋としての機能を速やかに回復でき
支援ルートや避難ルートとして活用が可能。

【避難施設と高規格幹線道路の連絡路(釧路外環状道路)】
住民が避難した防災ひろばから、傷病者や物資の搬送用の
緊急輸送路として釧路外環状道路の使用が可能。

各分野における地震・津波対策を総合的に推進することにより、避難活動、支援活動及び発災後の社会経済活動の継続に必要な人流・物流を支える
社会基盤を効果的に形成するとともに、その社会基盤を利活用した災害対応力を強化。

【取組】
○津波等の浸水域を回避する高規格幹線道路等の整備を推進（北海道横断自動車道(本別～釧路)、日高自動車道(厚賀静内道路)

等）。
○市町村による避難施設の整備等と連携し、避難路や道路の高架区間等を活用した津波等からの浸水避難対策を推進。
○北海道の国が管理する緊急輸送道路上の橋梁耐震化率は約７割であり、引き続き巨大地震の発生確率が高い地域を中心として
緊急輸送道路上の橋梁の耐震補強を優先して推進。

○空港・港湾・漁港施設の耐震・津波対策の強化、河川管理施設の河川津波遡上対策等、海岸保全施設の津波・高潮対策の強化、
治山事業による海岸防災林の整備等を推進。

○令和２年３月に北海道太平洋側地域における道路啓開計画を策定し、これを踏まえた防災訓練等を実施。
○大規模地震・津波を想定した港湾における緊急物資輸送訓練等の総合訓練、港湾ＢＣＰ※の改善等を実施。

※港湾ＢＣＰ：災害時においても、港湾の重要な機能を最低限維持できるよう、発災後の具体的な対応手順等についてあらかじめ関係者間で作成した計画のこと。

【樋門遠隔操作化（新釧路川）】
津波発生時の迅速な閉扉操作により、
津波による浸水被害軽減効果が期待。

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

【北海道道路啓開計画（初版）（Ｒ２年３月）】※

各道路管理者が相互に連携し、迅速に道路啓開の実施が可能。
※北海道道路啓開計画検討協議会策定

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震などの地震・津波の発生に備えた対策の推進②

－
 4
3
 －



○災害に強い国土幹線道路ネットワークを構築・機能
強化するため、高規格幹線道路や並行する一般国道
等の整備、橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失
防止対策、法面・盛土の土砂災害防止対策を推進
し、多重性・代替性を向上。

【取組】
○近年、毎年のように全国各地で激甚な自然災害が頻発している。
○平成28年８月の北海道大雨激甚災害では、国道274号日勝峠をはじ
めとする幹線道路において橋梁の流失や損傷が発生するなど、道央
と道東を結ぶ幹線道路が多数被災したが、道東自動車道の迅速な復
旧により、道央と道東を結ぶ輸送ルートを確保した。

【現状・背景】

＜H28.8.31＞ ＜H28.9.1 道東自動車道復旧後＞

○ 大規模災害時において、救援や緊急物資輸送を支えるとともに、甚大な社会的影響を回避するため、災害
に強い高規格幹線道路等の整備を推進する。

災害時の救援や緊急物資輸送を支える道路交通ネットワークの整備

・平成28年８月の北海道大雨激甚災害では、国道274号
日勝峠は、道路本体の崩壊が多数発生。

・被災後は道央と道東を結ぶ鉄道が不通、多くの道路が
通行止めとなったが、道東自動車道の被災後約２日間
での迅速な復旧により、道央と道東を結ぶ唯一の輸送
ルートが確保され、我が国の食を支える北海道の農水
産物の全国への輸送が可能となり、損失を回避。

災害時における道路交通ネットワーク強化事例

【国道274号日勝峠の被災箇所】

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

被災当初の通行止め区間(延長43.8km)

平成29年10月28日に国道274号日勝峠の全面通行止め解除 延長36.1km

帯広側７合目

至 札幌

H29.3.31
通行止め
解除

H28.9.23
通行止め
解除

至 帯広

・日勝峠の被災直後は、周辺の国道４路線に加え、道東自動車道も通
行止めになり、道央と道東を結ぶ迂回路は旭川・紋別自動車道又は
えりも岬経由(国道336号)となり、迂回時間が約３時間増加。

・被災から約２日後（復旧着手から僅か24時間後）には道東自動車道
が復旧したことで、道央と道東を結ぶ大動脈を確保。

＜道東自動車道狩勝第２トンネル坑口付近＞

【道東自動車道の早期復旧（道央と道東を結ぶ大動脈の確保）】

道東

道央

道東

道央

・日勝峠の復旧においては、調査段階でドローンや３Ｄデータ作成システム
等のＩＣＴ技術を活用した。特に大規模な盛土崩壊が生じた日勝峠帯広側
７合目においては、ＩＣＴ建機の活用により日勝峠特有の濃霧の気象条件
においても土工作業（ＩＣＴ土工）を可能とし、作業時間を従来手法に比
べて約８割に短縮する等の工夫を行った。

・延べ約9.5万人の作業入場者の連携により、66箇所もの道路災害の復旧を約
１年２か月で完了し、平成29年10月に通行止めを解除。

・災害復旧完了後も引き続き、道路防災対策を推進し、生産空間を支える道
路交通ネットワークを強靱化。

道路被災箇所
(全66箇所)▲国道274号 千呂露橋の流失

－
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99.7%

100.0%

87.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

原油

配合飼料原料…

パルプ・チップ用材

91.0%

97.3%

100.0%

62.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乳製品

生乳

小麦

米類

○高潮・高波による港湾内の浸水、
施設損壊等の被害軽減を図るた
め、港湾施設の嵩上げ・補強等
を推進。

○暴風時の船舶の避難に必要な水
域を確保するための防波堤の整
備を推進。

【取組】

○北海道の物流は９割以上が港湾を経由する海上輸送に依存しており、港湾は食関連産業等の基幹産業を支える重要な社会基盤。

○近年、全国的に、高潮・高波・暴風により港湾及びその背後地に浸水等の被害が発生し、我が国の社会経済に甚大な影響を及ぼ
した事例が発生している。

【現状・背景】

○ 港湾における高潮・高波・暴風対策等により海上輸送ネットワークの強靱化を推進する。

社会経済を支える海上輸送ネットワークの強靱化

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

【輸送機関別分担率（北海道～道外）（トンベース）】

【輸送機関別分担率（北海道～海外）（トンベース）】

出典：平成30年港湾統計（年報）、
平成30年空港管理状況調書

出典：平成30年度貨物地域
流動調査（国土交通省）

【農産物の移出（道内→道外）のうち海運による割合】

【原材料の輸入（海外→国内）のうち海運による割合】

出典：木材需給表・食料需給表（農林水産省）、原油バランス（石油連盟）

出典：農畜産物及び加工食品の移出実態調査結果報告書（北海道開発局）

■高潮・高波対策による効果（例）

対策済
（越波を抑制）

未対策
（激しい越波）

■高潮・高波対策のイメージ

海運
99.94%

航空
0.06%

海運

92.42%

鉄道

7.27%

航空

0.31% 国内物流は
海運が９割超

国際物流は
海運が

ほぼ100%
北海道

54%

栃木
5%

熊本
3%

群馬
3%

岩手
3%

その他
32%

北海道
62%

福岡
7%

佐賀
5%

群馬
3%

愛知
3%

その他
20%

生産量
765千トン

生産量
7,289千トン

北海道は全国の食料供給基地

北海道産
が６割超

北海道産
が５割超

出典：平成30年作物統計、牛乳乳製品統計

生乳生産量（都道府県別）

小麦生産量（都道府県別）

施設の補強・嵩上げ

－
 4
5
 －



○近年、北海道においても、集中豪雨や地震による山地災害、山地災
害に伴う樹木の流下による被害が多発している。今後も気候変動に
伴う災害の激甚化・頻発化が懸念されていることから、山地防災力
の強化を推進する必要がある。また、切迫する巨大地震や津波によ
る被害を抑えるため、海岸防災林の整備を推進する必要がある。

○山地災害に対する防災力強化等のため、山腹
工等の治山施設の設置や保安林の整備、治山
ダムへの流木捕捉機能の付加等の流木災害対
策、津波被害軽減等のための海岸防災林整備
等を推進。

【斜面の安定を図る山腹工】 【流木捕捉機能を持った治山ダム】

【海岸防災林の整備】

○ 国土強靱化に向けて、豪雨や地震等に対する山地防災力等の強化のため、荒廃山地の復旧・予防対策、
流木対策、海岸防災林の整備等を推進する。

山地防災力等の強化に向けた治山対策の推進

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

【取組】【現状・背景】

（整備後）構造物の設置や植栽等により、崩壊した斜面

を復旧するとともに、周辺への荒廃拡大を防備。

（整備前）次の豪雨等により崩壊が拡大

し、人家等に被害を与えるおそれの

ある荒廃山地。

－
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【現状・背景】 【取組】
○北海道の一般国道の通行止めの約６割は冬期に発生して
いる。平成30年３月の大雪・暴風雪では、延べ26路線45
区間の通行止めが発生した。

○近年「人命に関わるような暴風雪や大雪」、「数年に一
度の猛吹雪」が発生しており、北海道特有の冬期災害が
激甚化している。

○冬期も安全に通行可能な高規格幹線道路等の整備や、一般
国道等の現道における防雪対策等を推進。

○防災拠点化した「道の駅」の資機材活用や立ち往生車両へ
の対応について防災訓練で確認。

○大雪・暴風雪時の情報発信を強化。

【H30.3.1～4に発生した
激甚な大雪・暴風雪災害】

○ 冬期の安全・安心を確保するため、冬期災害に備え、代替性確保のための高規格幹線道路等の整備、
一般国道等の現道における防雪対策、防災訓練や住民の意識啓発等を推進する。

【一般国道の現道における吹雪対策事例】

【立ち往生車両の車両移動訓練】【道の駅に配備した発動発電機
の作業手順確認訓練】

（道の駅「マリーンアイランド岡島」）

【北海道の一般国道の通行止め
発生回数割合】※

■高規格幹線道路の整備等 ■防災訓練

■情報発信

【一般国道及び道道の通行止情報や
峠画像をまとめてホームページで提供】

【日本語・英語により道路
情報板で通行止めや気
象情報を発信】

地図上で規制箇所を表示

冬期災害に備えた対策の推進

(H25～29年度の５か年平均)

■激甚な冬期災害の発生

並行する国道５号稲穂峠で発生した
立ち往生車両

【高規格幹線道路の事業例（倶知安余市道路）】

防雪柵の整備 視認性を向上させるためLEDを
付加した自発光式の視線誘導標

延べ26路線45区間
の通行止めが発生 北海道地区道路情報のウェブサイト

発生回数
冬575回

発生回数
夏341回

発生回数
合計916回

夏期：大雨による土砂崩落等
冬期：吹雪、雪崩等

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

※北海道開発局調べ
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○ 災害発生時における被災地の支援のため、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊：リエゾンを含
む）等により、被害拡大の防止、被災自治体管理施設の被災状況の調査、被災地の早期復旧等に対する
技術的な支援を円滑かつ迅速に、きめ細やかに実施する。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣等による自治体への支援

○近年、全国で毎年のように甚大な自然災害が頻発し、
大きな被害が発生している。また、気候変動の影響に
よる水災害の激甚化・頻発化が懸念され、日本海溝・
千島海溝沿いの巨大地震・津波の発生が切迫している。

【現状・背景】

○北海道開発局職員による、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣、
専門家の派遣、自治体への災害対策用資機材の貸与、重
大な土砂災害発生時における緊急調査等を行う。

【取組】

・被災状況の調査
（令和２年７月豪雨・熊本県芦北町）

○北海道開発局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣実績（主なもの）
（単位：人・日）

年度 災害 派遣人数

Ｒ２ 令和２年７月豪雨（熊本） ６２９

Ｒ１ 令和元年東日本台風（宮城・福島） １，５４３

Ｈ30

北海道胆振地方中東部地震 ３７

北海道胆振東部地震 １，５５７

西日本を中心とした豪雨（広島・香川・愛媛） ８７３

Ｈ29 ７月22日からの梅雨前線豪雨（秋田・宮城） ３２

Ｈ28
平成28年北海道豪雨 ８２５

熊本地震 ５７２

Ｈ27 関東・東北豪雨（宮城） ５４

Ｈ22 東日本大震災 ８２３

・路面清掃支援
（令和元年台風19号・宮城県丸森町）

北海道開発局による路面清掃車派遣への反響

災害発生時における地域支援

○被災地における活動状況
・給水機能付き散水車による
給水支援

（令和元年台風19号・宮城県丸森町）

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成
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地域防災力・防災対応力の向上

水害タイムライン運用の机上訓練
（Ｒ２ 南富良野町水害タイムライン検討会）

避難者用毛布の提供
（Ｈ30 道の駅「むかわ四季の館」）

○水災害による人命被害の回避や経済被害の最小化を図る
ため、想定最大規模の洪水等に対するハザード情報の公
表、災害時における防災行動とその実行主体を時系列で
あらかじめ整理するタイムラインの整備、円滑かつ迅速
な避難や被害軽減のための対策、訓練等の実施を推進。

○策定した北海道太平洋側地域の道路啓開計画に加え、日
本海側・オホーツク海側地域の道路啓開計画の検討を進
めるとともに、道路啓開計画を踏まえ資機材の充実を推
進。

○大規模地震・津波を想定した港湾における緊急物資輸送
訓練等の総合防災訓練、港湾ＢＣＰの改善等を実施。

【取組】

水害リスクラインによる
洪水の危険度情報の提供

危機管理型水位計の設置による
きめ細かな河川水位の把握

○災害対応に従事する自治体の技術職員の不足や建設業の担い手の
高齢化により、地域の防災力の低下といった課題が大きくなって
きており、地域防災力強化を図るため、地域防災を担う人材の育
成や防災に関する住民意識の向上を推進する必要がある。

○北海道太平洋側地域における道路啓開を迅速に行うため、「北海
道道路啓開計画」（初版）の策定を行ったところ。

○平成30年９月の北海道胆振東部地震の際には、自衛隊や国土交通
省の支援船による支援活動を苫小牧港で行った。また、全国にお
いては、非常災害発生時に港湾管理者からの要請に基づき、国が
港湾施設の利用調整等の管理業務を行う事例も発生している。今
後も大規模災害に備えた災害対応力の強化が必要である。

○ 大規模地震や津波、想定し得る最大規模の洪水、火山噴火等の自然災害に対し、円滑かつ確実な避難行動
のための対策やソフト対策の支援を行い、地域防災力の向上を図る。

○ 災害が発生した場合にも被災地の支援活動や社会経済活動の継続に必要な人流・物流を支えるため、関係
機関と連携し、道路啓開計画の策定、港湾における防災訓練の実施、港湾ＢＣＰ※の改善等を行い、防災対
応力の向上を図る。
※港湾ＢＣＰ：災害時においても、港湾の重要な機能を最低限維持できるよう、発災後の具体的な対応手順等についてあらかじめ関係者間で作成した計画のこと。

【現状・背景】

北海道太平洋側港湾BCPに基づく図上訓練
（Ｒ１ 函館港、十勝港）

港湾における総合防災訓練
（Ｒ１ 岩内港）

地域防災力・防災対応力の向上

北海道道路啓開計画（初版）※

（Ｒ２年３月）

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

※北海道道路啓開計画検討協議会策定
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安価で弾性があり施工性に優れた角型
多条電線管について、現地での検証結
果を踏まえて今後導入を拡大予定。

浅層埋設実証試験
（美深町）

道路の防災性の向上（札幌市 国道12号）

整備後整備前 掘削不要

従来埋設 浅層埋設

管路

管路

路盤

舗装

路盤

舗装

■積雪寒冷地での導入を検証中の低コスト技術の例

【管路の浅層埋設】 【角型多条電線管】

従来よりも浅い位置に管路等を埋設すること
で、掘削量を減少（H30～R１年度に積雪寒冷
地での技術的検証として試験施工を実施 ）。

電柱の周辺は人力で除雪するため
作業効率が低下(稚内市 国道40号)

防災、通行の安全、景観の向上に資する無電柱化の推進

○ 道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興の観点から、積雪
寒冷地での低コスト技術を積極的に導入しつつ、無電柱化推進計画に基づき、各道路管理者・関係事業
者の連携の下、無電柱化を推進する。

■電線・電柱の課題例

■緊急輸送道路における防災性の向上事例

○令和３年度以降を計画期間とする次
期「無電柱化推進計画」に基づき、
市街地等の緊急輸送道路における無
電柱化を推進。

○積雪寒冷地における低コスト技術の
実証試験を踏まえ、検証が完了した
技術の本格導入を推進。

【取組】【現状・背景】

○令和元年度末の北海道における無電柱化率は1.5％（札幌市2.0％）※1。
（参考）北海道の緊急輸送道路：5.5％（札幌市：14.0％）（Ｒ１年度末）※1

東京23区：８％（Ｒ１年度末）※2

海外の主な都市：ロンドン・パリ・香港：100％（Ｈ16年）※2

海外の積雪寒冷地：スウェーデン：77％（Ｈ22年）※3

※1：北海道開発局調べ ※2：国土交通省調べ ※3：寒地土木研究所調べ

○低コスト化が課題であり、全国的には、無電柱化低コスト手法技術検討委員会
（国土技術政策総合研究所）の技術的検証をきっかけに平成28年度から本格導入
が始まっているが、北海道では冬期の地盤凍結による道路構造・埋設物への影響
が懸念されており、平成30年度から関係機関の連携の下、実証試験を実施。

暴風雪による電柱の倒壊

（大樹町 国道336号）

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成
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【取組】【現状・背景】

※北海道開発局調べ

○ 事故データ、地域の声やビッグデータを活用した分析により、事故の危険性が高い区間を抽出して重点
的な対策を実施する「事故ゼロプラン」※を推進するとともに、高規格幹線道路の暫定２車線区間につい
ては、正面衝突事故対策としてワイヤロープの設置を計画的に推進する。また、未就学児を含む子供の移
動経路における交通安全の確保に向けた取組について関係機関と連携し推進する。

○事故ゼロプランの推進により、北海道内の死傷者数・死者数とも減少傾
向だが、令和元年の死者数は全国ワースト３であるなど、課題が多い。

○北海道の事故の特徴は、夏期は前方不注意など漫然運転による追突事故
が多く、冬期は凍結路面での操作ミスによる追突や重大事故に繋がりや
すい正面衝突事故が多い傾向。

○高規格幹線道路の暫定２車線区間（土工部・中小橋）におけるワイヤ
ロープの設置を平成30年度から開始。

○事故ゼロプランにより重点的・集中的に交通
安全対策を推進。

○高規格幹線道路の暫定２車線区間（土工部・
中小橋）におけるワイヤロープ設置について、
令和４年度までの概成を目指し推進。

○子供の移動経路における交通安全の確保に向
けた取組を推進。

■対策事例

【追突事故等対策：ビッグデータの活用】

事故発生箇所への対策

潜在的危険区間に対する
未然防止型の対策

急ブレーキが多発する
潜在的危険区間を発見

【正面衝突事故対策：ワイヤロープの設置】 【子供の移動経路における対策】

■北海道の国が管理する道路における事故の特徴

追突

6%
車両相互

その他

15%

車両単独

22%

人対車両

21%

死亡事故

の事故類型

（H22-30）

正面衝突

9%

車両相互

その他

33%

車両単独

3%

人対車両

5%

死傷事故

の事故類型

（H22-30）

未就学児の交通安全対策：防護柵高規格幹線道路の暫定２車線区間
におけるワイヤロープの設置

※北海道開発局調べ

■北海道の事故危険区間（一般国道）における
交通事故の発生状況
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（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

交通安全対策の推進

※事故ゼロプラン：交通事故の危険性が高い区間である「事故危険区間」の交通事故対策の取組。

（箇所）
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2019年度末現在、建設後50年を経過している橋梁
２９％（１，２６０／４，２８４橋）

→ 10年後（2029年度末）には、
５０％（２，１４６／４，２８４橋）
と急激に増加

○ 各種インフラ施設が有する機能を長期にわたって適切に確保するため、河川管理施設、道路施設、港
湾施設、空港施設、農業水利施設、治山施設、漁港施設等の各施設に応じた点検及び計画的・効率的な
維持管理を図り、適切な老朽化対策を推進する。

社会経済活動を支えるインフラ施設の老朽化対策

○高度成長期に集中的に整備された社会資本の老朽化が
加速的に進行するため、より一層計画的、集中的に老
朽化対策を実施する必要がある。

【現状・背景】

○事後保全から予防保全へ本格転換するとともにドローン等
新技術の活用による点検の高度化・効率化や施設の集約・
再編等のインフラストックの適正化等により、戦略的なイ
ンフラ老朽化対策を推進。

【取組】

ドローン、音響測深機等を
活用した測量のイメージ

点検状況、点検の高度化・効率化

ドローンからの画像 測量結果に基づく
三次元データ

音響測深機

ドローン

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

・ドローンを活用し
て冬期に車両の進
入が困難な堤防の
状態を把握。

・附属物（矢羽根）点検状況（幕別町 国道236号）

北海道開発局が管理する橋梁の老朽化の状況

架設年次別の橋梁箇所数分布（北海道開発局管理）

10年後（2029年度末）
建設後50年以上

現在（2019年度末）
建設後50年以上

５０％

２９％

高度経済成長期

出典：北海道開発局作成

【点検】

【措置（修繕等）】 【記録】

【診断】

・点検→診断→措置（修繕等）→記録による
メンテナンスサイクルを実施。

・防波堤・護岸に用いられる消波ブロックの経年変化の把握に当たり、陸上部ではドローンを、水中部で
は音響測深機等を活用し、より安全かつ効率的な作業を実現。
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除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上「i-Snow」 堤防除草の自動化
~SMART-Grass~

北海道におけるi-Construction

○降雪が多く施工に適した期間が短い山地
において、設計データと現地盤データと
の差分に基づき、操作を半自動制御する
建設機械を活用することで、濃霧条件下
でも施工可能となり、工期短縮に寄与。

【現状・背景】 【取組】
○ＩＴを活用した道路管理体制の強化対策として、令和２年度冬期より
一般交通がある中での除雪作業のデジタル技術の実証実験を実施し、
引き続き実用化に向けた機能検討を推進。

○丘陵堤※における除草自動化を進めるため、遠隔式大型除草機を活用
した除草自動化技術の開発や自動除草機の運用基準等の策定を実施。

○調査・測量、設計、施工、検査及び維持管理・更新のあらゆるプロセ
スにおいてi-Constructionを推進。

○人口減少や高齢化が進む中にあっても、社会資本
の整備や社会の安全・安心の確保といった建設業
の役割を果たすため、生産性向上や将来にわたる
担い手確保が必要不可欠。

○感染症への対応を踏まえ、デジタル技術の活用を
はじめ、「新たな日常」の構築による質の高い経
済社会の実現が求められている。

○堤防除草の自動化に向け、石狩
川の堤防において自動走行農機
を用いた現地試験を行いながら、
オープンイノベーションとして
民間企業等との連携による技術
開発を実施予定。

ICTを活用した堤防除草の自動化のイメージ
※SMART-Grass とは：除草自動化検討ワー
キングのキャッチフレーズ～Self-Moving And 
Remote-sensing Technique for Grass-
cutting

濃霧条件下での施工状況

○GPSによりブルドー
ザの走行経路を分
散させることで、
北海道特有の軟弱
地盤が分布する農
地の泥濘化や不陸
を防止し、効率的
な整地を実施。

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成

○除雪機械の熟練オペレータの減少等、除雪を取り巻く課題の解決のた
め、産学官民が連携したプラットフォーム「i-Snow」において、除雪
現場の省力化を目指し、機械操作の自動化、吹雪時の視認性確保、安
全確認の実証実験を実施中。令和２年度は国道38号狩勝峠において、
一般交通がある中での実証実験を実施。

【①機械操作の自動化】

【②吹雪時の視認性確保】

【③安全確認】

【除雪作業の省力化イメージ】
＜現在＞

＜近い将来＞

準天頂衛星「みちびき」と「高精度３Ｄマップデータ」
により投雪方向を自動制御。

熟練オペレータによる
• 車両運転
• 走行位置の把握
• 作業装置操作

助手による
• 作業装置操作
• 安全確認

オペレータによる
• 車両運転

ガイダンスシステムモニタ

※丘陵堤：石狩川等に分布する軟弱な地盤地帯（泥炭層）に対応した法勾配１:５～１:10の緩やかな傾斜の堤防。

整地工の状況

投雪方向変更位置

○ 積雪寒冷地である北海道特有の気象や構造物特性等を踏まえた維持管理技術のＤＸ※1を推進するとともに、
建設現場での効率化・省力化に向けＩＣＴの全面的な活用などi-Construction※2を推進する。
※1 ＤＸ：“Digital Transformation”の略称で、進化したデジタル技術を浸透させることで人々の生活をより良いものへと変革すること。
※2 i-Construction：ＩＣＴの全面的な活用を建設現場に導入することによって、建設生産システム全体の生産性向上を図る取組。

積雪寒冷地における維持管理技術のＤＸ及びi-Constructionの推進

－
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○ 北海道のような積雪寒冷地におけるインフラの機能維持を図るため、寒地土木研究所を中心とした積雪
寒冷地の技術に関する研究・開発を進めるとともに、直轄工事への実装や自治体への支援も推進する。

積雪寒冷地におけるインフラ整備・維持管理に関する技術の開発・展開

○寒地土木研究所を中心とした積雪寒冷地の技術
に関する研究・開発を進めるとともに、直轄工
事への実装や自治体への技術的支援も推進する。

【取組】

○北海道は、インフラ整備において、冬期の除雪を考慮して道路上に堆
雪スペースを設置するといった地域特有の条件があるほか、維持管理
においても、凍害や流氷による構造物の劣化に対して、機能維持を図
る必要があるなど、地域特有の課題を有する。

【現状・背景】

技術の研究・開発
寒地土木研究所をはじめ、国・国立研
究開発法人・大学・民間等の各主体が
連携して、積雪寒冷地におけるインフ
ラの機能維持や生産性向上等に資する
技術の研究・開発を推進する。
【主な研究開発事項】
凍害等によるコンクリートの劣化予測
技術の高度化、寒冷環境下での効率的
な施工手法。

直轄工事への実装 自治体への支援
北海道開発局の直轄工事において、
新技術の活用や北海道の特性を活か
した先進的・実験的取組の実践を積
極的に推進する。

北海道のような積雪寒冷地に特有の
損傷・劣化等を踏まえた維持管理技
術を中心に、シンポジウムなどを通
じ寒冷地における土木技術の普及や
自治体等への技術的支援を推進する。

ワイヤロープ式防護柵の衝突実験
（共同研究）

軟弱地盤上の盛土を補強するための
グラベル基礎補強工法の施工

非破壊試験（表面走査法）による
凍害点検の様子

（１）激甚化・多様化する災害への対応と安全・安心な社会基盤の形成
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○ 自然環境が有する多様な機能を活用し、良好な自然環境の保全や魅力ある水辺空間の創出などによる地
域活性化、観光振興に貢献する取組を推進する。

河川環境の保全・再生や魅力ある地域づくり①

○自然環境を保全し、これらが有する多様な機能を
積極的に活用する取組を推進する必要がある。

【現状・背景】
○河川環境の保全・再生のため、地域との連携の下、釧路湿原の自
然再生、札内川の礫河原再生等の取組を推進。

○河川環境や水辺空間を活用し、地域の活性化や観光振興など魅力
ある地域づくりに向けた取組を推進。

【取組】

自然再生の取組

[釧路湿原]
[札内川]

平成22年撮影
KP35付近

平成28年撮影
KP35付近

礫河原が僅かとなった札内川 礫河原が広がった札内川

既設ダムの放流等を活用して礫河原の再生を推進している。
釧路湿原では、多様な主体が参加する協議会により、国内最
大かつ貴重な野生生物の生息地でもある湿原の保全・再生に
向けた取組(旧川復元や⼟砂流⼊対策等)を推進している。

ヌマオロ地区旧川復元茅沼地区旧川復元

旧
川

茅
沼
地
区
旧
川
復
元
区
間

（２）恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形成

[恵庭かわまちづくり]

かわゾーン整備かわゾーン整備

センターハウスセンターハウス

四季の季節感を出す花壇

（イメージ）令和４年に全国都市緑化北海道フェアの
開催を控え、隣接する恵庭市の「道と川
の駅」と連携した良好な⽔辺空間を
形成するため、親⽔護岸等
の整備を推進している。

花の拠点及び宅地側の施設と連携した河川環境整備（イメージ）

－
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河川や水辺空間の活用事例

千歳川遊水地群における
タンチョウも住めるまちづくり 舞鶴遊水地

嶮淵川

タンチョウ

○千歳川では洪水時の河川水位の
上昇を抑え被害の軽減を図るた
め遊水地群を整備。

○長沼町にある舞鶴遊水地では、
遊水地内の環境が有する多様な
機能を活用し、生態系ネット
ワークを構築する取組を推進。

○地域の関係者が参画した「タン
チョウも住めるまちづくり検討
協議会」を設立し、タンチョウ
の見守り活動や子供交流イベン
ト等の取組を実施。

生態系が持つ多様な機能の活用の取組

デイキャンプイベント
【十勝川】

商品開発（羊羹／ソフトクリーム など）

⻑沼町×鶴居村 タンチョウ⼦供交流ツアー

環境教育（⻑沼⼩学校／⻑沼⾼校）

河川敷地を「賑わいのある水辺空間として積極的に活用したい」という要望の高まりを受け、一定の要件を満たす場合、
河川敷地における営業活動を可能とする取組を推進している。

河川敷でのイベント
【豊平川（札幌市）】

サイクリングイベント
【石狩川（旭川市）】

河川環境の保全・再生や魅力ある地域づくり②

（２）恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形成

※写真は令和元年以前のもの

－
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○ 安全・安心な水道用水の広域的な安定供給を図るため、高度浄水施設の整備、水道施設の計画的な更新
や水道未普及地域の解消等への取組を促進する。

水道施設の整備

○安定して水道水を供給するため、計画的な施設の更新・長寿
命化を進めるとともに、広域化による経営基盤の強化が必要
となっている。

○エキノコックス症等の発生が続く道内では、水道未普及地域
の解消が求められる。

【現状・背景】

○水道の広域化に向けた取組を進める。
○安全な水道水の供給のため水道施設の整備と老朽化した既存
施設の更新を促進する。

函館市 清掃工場（機器更新工事）
（Ｒ９年度完成予定） 写真提供：函館市

老朽化した廃棄物処理施設（イメージ）

（施設耐用年数：15～20年程度）出典：環境省HP

【取組】

更新事業例

新浄水場施工状況
写真提供：釧路市

釧路市 新浄水場完成予想図
（Ｒ７年度完成予定） 資料提供：釧路市

○ 廃棄物の適正な処理を推進するため、中間処理施設や最終処分場の整備、計画的な施設の更新や改良を
支援する。

廃棄物処理施設の整備

○道内の中間処理施設の老朽化が進んでおり、地震時の休止リ
スク等が懸念される。

○北海道ではごみの直接埋立率が高く、最終処分場の残余容量
が小さいため、ごみの減量化や継続的な整備が求められる。

○廃棄物処理施設の更新計画の策定を進める。

○循環型社会の形成に向け、焼却施設やマテリアルリサイクル
推進施設の着実な更新を支援する。

【現状・背景】

【取組】

更新事業例

（２）恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形成
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○ 健全な水循環の維持・回復：水環境の保全を図るため、下水道・浄化槽・農業集落排水施設の整備等の
汚水処理対策を促進する。

○ 浸水対策の推進 ：近年、頻発する内水・浸水被害に対して、大規模な雨水処理施設の計画的
な整備等を集中的に行う。

（２）恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形成

健全な水循環の維持・回復、浸水対策の推進

○１万人未満の町村においては汚水処理人口普及率は８割程
度に留まるなど、小規模な町村における普及促進が課題で
あるとともに、事業の効率化、環境負荷の低減等の観点か
ら下水道資源の有効活用等を推進することが重要。

○災害時基幹病院や避難所、高齢者施設等が存在する地区で
発生する浸水被害に対して、都市機能の確保、個人財産の
保護の観点から、早急な浸水対策を推進することが重要。

【現状・背景】

○生活環境の向上を図るため、既成市街地に加え町村部にお
いて普及が遅れている下水道等の整備を推進。

○排熱エネルギーなど下水道資源の有効利用により、事業の
効率化、環境負荷の低減等に寄与する下水道設備等の整備
を推進。

○都市部の浸水被害に対して、大規模な雨水処理施設の計画
的な整備等を推進。

排熱エネルギー、汚泥などの下水道資源の有効利用により、事業の効率化、

生産性の向上、環境負荷の低減等に寄与

＜具体例＞
・ 融雪槽送水ポンプの増設（２台⇒３台）
・ 送水管の増設（１本⇒２本）

処理水の持つ排熱エネルギーを有効利用。
送水施設等を増設し、融雪能力を増強。

■ 新川融雪槽（札幌市）の例 【令和２年度～令和３年度整備予定】

融雪能力 現在：9,000 m3/日

⇒ 整備後：14,000 m3/日

雪堆積場への運搬排雪を低減することにより作業を効率化及び費用を削減。

※１日当たり、10ｔダンプトラック約360台分の雪の受入れ増加。

【取組】

写真提供：札幌市

新川融雪槽 投雪口

・北海道における汚水処理・下水道処理人口普及率 【令和元年度末時点】

＜出典＞
・汚水処理人口普及率

（人口規模別）
・下水道処理人口普及率

（人口規模別）
※上記より集計

うち下水道処理
人口普及率

15 98.8％ 98.0％

164 87.4％ 73.2％

うち1万人未満 124 82 .7％ 57.0％

179 95.7％ 91.4％

汚水処理人口
普及率

5万人以上

5万人未満

総計

対象
行政人口

北海道
市町村数

都市部の浸水被害に対する大規模雨水処理施設の整備

■ 平岸地区浸水対策（札幌市）の例

雨水拡充管等を整備

資料提供：札幌市

＜具体例＞
・雨水拡充管約3.2km

分水マンホールを整備
⇒大雨時における排水機能の

強化

－
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○ カーボンニュートラルの実現に向け、北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの活用を促進し、
水素を活用した地域づくりや地域分散型エネルギーシステムの構築の検討を産学官金連携によって行う。

【現状・背景】

【取組】

○北海道の再生可能エネルギーの賦存量は全国の約３割
◆北海道には、風力、太陽光、地熱などの再生可能エネルギーが豊富に賦存。

○北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーが十分に活用されていない
◆出力が不安定であることに加え、送電設備の容量が不足しているため、接続可能量が限定的。
◆2050年カーボンニュートラルの実現に向け更なる活用が必要。

○再生可能エネルギーを活用した強靱化の検討
◆北海道胆振東部地震後の全道ブラックアウトを踏まえ、再生可能エネルギーを活用した強靱化

の検討が必要。

○再生可能エネルギーの更なる活用のためには
水素が有効

◆再生可能エネルギーを水素の形で貯蔵・輸送
することにより、その活用範囲が広がれば、CO２

排出量削減や化石燃料依存といった課題の
解決に貢献。

北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの導入を促進する
ため、水素を活用した地域づくりに係る取組や課題の共有と意見
交換を実施

○活動内容
◆プラットフォーム会合（国、自治体、民間企業等が参加）を開催し、参加者

間で意見交換、議論。
◆その他、先進地域の視察等も実施。
※最近の会合において、「脱炭素化に向けた水素利用の将来展望」や「地域

分散型エネルギーシステム」に関する講演も実施。

令和元年度会合
（旭川市）

○持続可能な地域社会の形成のためには地域分
散型エネルギーシステムの構築に向けた取組が
有効

◆地域分散型エネルギーシステムを構築することに
より、ブラックアウトが発生したとしても、停電等の
リスクがなくなり課題の解決に貢献。

先進地視察
（仙台市）

北海道の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

出典：環境省 「令和元年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報等の整備・公開等に関する委託業務報告書」

カーボンニュートラルの実現に向けた取組①

（２）恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形成

発電種別 全国順位 備考

風力（陸上） １位 全国に占める割合：約５割

風力（洋上） １位 全国に占める割合：約３割

中小水力（河川） １位 全国に占める割合：約１割

太陽光 １位 全国に占める割合：約２割

地熱発電 ３位 国立公園を除く、傾斜掘削なし

＜産学官金連携による再生可能エネルギー活用の促進＞

「北海道水素地域づくりプラットフォーム」の取組

－
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○北海道の社会資本整備に当たり、受発注者が連携して、施工プロセス等に
おける先駆的・実験的な環境対策の取組を推進するとともに、管理施設に
おける省エネルギーの取組や再生可能エネルギーの活用を推進。

○社会資本整備による物流の効率化や、住宅建築物の省エネ化等を推進。

【取組】

○カーボンニュートラルの実現に向け、各分
野においてＣＯ２排出削減や再生可能エネル
ギーの活用が求められている。

【現状・背景】

○ カーボンニュートラルの実現に向け、社会資本の建設段階での環境負荷軽減に取り組む「北海道エコ・
コンストラクション・イニシアティブ」や管理施設の省エネルギー化等を推進する。

カーボンニュートラルの実現に向けた取組②

（２）恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形成

北海道エコ・コンストラクション・イニシアティブとしてのＣＯ2排出削減の取組
◆環境家計簿による取組の見える化
・工事現場における「CO2削減活動促進」と

「CO2削減意識向上」を目的として、受注者
と発注者が協働でCO2排出削減量の見える
化をする環境家計簿の取組を実施。

① 取組期間中の重機延べ稼働台数を集計。
② アイドリングストップ等のCO2削減活動の確認。
③ 集計した重機延べ稼働台数を調査表に入力し、

CO2削減量を算出。

環境家計簿の取組手順の例

＜社会資本の建設・維持管理等におけるカーボンニュートラルに向けた取組の推進＞

◆現場発生材を活用したバイオマス発電

省エネルギー化等の取組
◆道路照明のLED化

◆再生可能エネルギーの活用

滝里ダムの管理用発電施設（芦別市）

・河川維持のための放流水を活用し、ダム管理
施設に必要な電力を発電。

取水塔

・河川管理作業にて発生した伐採木や
刈草を地元市町村や企業が運営する
バイオマス発電の燃料として活用。

出典：鹿追町ウェブサイト

刈草等を燃料とする
バイオガスプラント
（鹿追町）

◆i-Construction
・測位技術・センサー・通信技術等を

組み合わせることで施工効率を高めた
建設機械による工事の実施。

国道231号
濃昼トンネル
（石狩市）

対策前
（低圧ナトリウム） 対策後（ＬＥＤ）

・道の駅における
ソーラーパネルの設置。

管理用発電設備

道の駅あびらＤ５１
ステーション（安平町）

・消費電力量の削減によりCO2を削減。
さらに、設置間隔を広げる
ことで、基数の削減が可能。

道路の新設工事における実施事例（千歳市）

－
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指標
数値

目標
基準値 現状値 評価

500万人
（R2年）

36%

（R2年）

1.4倍

（R2年）

12,000
億円

（R7年）

1,500
億円

（R7年）

22,000
億円

（R7年）

190万人
（H27年）

27%
（27.4%）
（H27年）

1.7倍
（1.72倍）
（H27年）

1１,110
億円

（H26年）

663
億円

（H26年）

19,846
億円

（H26年）

301万人
（R1年）

27.1%

（R1年）

1.42倍

（R1年）

12,593
億円

（H30年）

664
億円

（R1年）

22,107
億円

（H30年）

来道外国人
旅行者数

外国人宿泊客延

数の地方部割合

（地域平準）

客室稼働率の
季節較差
（季節平準）

農業産出額

食料品製造業
出荷額

道産食品
輸出額

防災体制を強化し、
住民の意識向上に
取り組んだ市町村の

割合

100%
（R2年度）

28%
（H26年度）

95%
（R1年度）

着実に目標値に近づいている。タイムラインについては、対象となる全ての市町村において策定され、訓練が実施されている。ハザード
マップの作成・公表、訓練の実施については、一部の市町村において完了していないが、引き続き市町村への支援等を推進しており、R2年
度には概ね達成見込みとなっている。今後、次期社会資本整備重点計画の議論も踏まえながら目標を検討する。

「世界の北海道」
選定件数

100件
（R7年度）

ー
（H27年度）

R1年度から募集を開始し、外部有識者からなる評価委員会で審議し、世界とつながる取組等で、自らの創意工夫等により新たな価値を生
み出す取組等を「世界の北海道」として、24件を選定候補として評価済み。取組を選定後、国内外への効果的なPRを行いつつ、引き続き、
世界水準の取組を発掘し、目標の達成を目指す。

ー
（R１年度）

※新型コロナウイルス感染症の拡大により、日本のみならず世界各国の経済・社会に甚大な影響を与えていることから、今後、その影響を分析し、
計画推進部会で数値目標を審議した上で設定

基準値より毎年増加している。目標達成は厳しいが、これまでの期間（H27年→R1年）で190万人から301万人と1.6倍に増加し、また訪日
外国人旅行者の9.4%(R1)が北海道を訪問するなど、我が国全体の外国人旅行者数の増加に貢献している。まずは新型コロナウイルス感染
症拡大の影響による落ち込みから早期の回復を目指す。

外国人宿泊客延数は地方部と道央圏の両方が毎年増加しているため（H27→R1で道央圏1.49倍、地方部1.47倍）、地方部割合は基準値か
らほぼ横ばいとなっている。目標達成は厳しいが、地方部を訪問する外国人旅行者も着実に増加しており、道南（1.62倍）や道北（1.50倍）な
ど道央圏を上回る増加率の地域もある。インバウンド経済効果を地方部へ更に波及させることが重要課題であり、引き続き地方部割合の増
加を目指す。

客室稼働率が年間で最も低くなる４月の客室稼働率が44.4%(H27年)→53.1%(R1年)に上昇し、季節較差は縮小している。端境期を含め年
間を通じて宿泊客数が増加し季節平準化が進んだ。引き続き全国並の季節較差を目指す。

H30年には基準値から約16％増加して過去最高額となったものの、R1年には基準値と同程度まで減少した。水産物・水産加工品の動向に
よって変動が大きく、目標額までは開きがある。主力である水産物の安定供給を図りつつ、輸出先国の拡大や輸出品目の多様化に向けた取
組を進め、目標の達成を目指す。

H30年には基準値から約11％増加して目標を上回ったものの、付加価値率は依然として全国より低い水準で横ばいが続いており、「食」の
高付加価値化・競争力強化と多様な輸送モードを活用した効率的な輸送体系の構築を推進し、目標の達成を目指す。

乳価・乳牛価格等の上昇に伴い増加傾向で推移しており、H28年以降は目標値を達成している。しかし、農業就業人口の減少と高齢化
は進行しており、将来的に農業生産力の低下に至る懸念は解消されていない。引き続き、食料供給力の確保・向上に向けた取組を推進す
る。

（参考１）北海道総合開発計画を推進するための行動の指針となる数値目標の評価

出典：令和２年11月９日 国土審議会第23回北海道開発分科会 参考資料５「数値目標の評価について」（抜粋）

－
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（参考２）第８期北海道総合開発計画の中間点検の進め方

出典：令和２年11月９日 国土審議会第23回北海道開発分科会 資料３「第８期北海道総合開発計画中間点検報告書（中間報告）【概要】」（抜粋）

○調査審議事項
①第８期計画の施策の点検：施策の進捗状況を把握、目標の達成状況を評価し、課題を明らかにする
②今後の推進方策：近年の社会経済情勢及び①を踏まえ、2021（令和３）年度以降の推進方策を検討する

第８期計画策定時に
我が国が直面していた課題

○ 人口減少・少子高齢化

○ グローバル化の進展

○ 大規模災害等への対応

平成２８年３月２９日閣議決定
計画期間：2016〜おおむね2025年度

人が輝く地域社会 世界に目を向けた産業 強靱で持続可能な国土

主要施策の推進に当たっての基本方針
北海道型地域構造の保持・形成 北海道の価値創造力の強化

計画策定以降における
北海道（開発）を取り巻く

状況の変化

今後の推進方策の検討

「計画策定からおおむね５年後に計画の総合的な
点検を実施する。」→令和２年度に中間点検

検討体制
国土審議会北海道開発分科会

〃 計画推進部会

目標の達成状況の点検・評価等

①北海道型地域構造の保持・形成に向け
た定住・交流環境の維持増進

②北海道の価値創造力の強化に向けた多
様な人材の確保・対流の促進

③北方領土隣接地域の安定振興
④アイヌ文化の振興等

①恵み豊かな自然と共生する持続可
能な地域経済社会の形成

②強靱な国土づくりへの貢献と安全・
安心な社会基盤の形成

①農林水産業・食関連産業の振興
②世界水準の観光地の形成
③地域の強みを活かした産業の育成

2016.8 北海道豪雨災害

2018.9 北海道胆振東部地震

2020.1〜 新型コロナウイルス感染症の
拡大

キャッチフレーズ：「世界の北海道」

第８期北海道総合開発計画の内容・中間点検の進め方等

・北海道開発の基本的意義： 北海道の資源・特性を活かして国の課題解決に貢献
・第８期北海道総合開発計画

本格的な人口減少時代にあっても活力を失うことなく人々が
豊かな暮らしを送ることができる地域社会の先駆的形成を図る。

北海道総合開発計画の意義等

３つの目標

人々が長期にわたり住み続けられる地域社
会構造の確立
地域社会に活力をもたらす多様なライフスタ
イルを実践し得る地域社会の形成等

農林水産業・食関連産業、観光関連産業等戦
略的産業を育成
地域の特性を活かした産業全般の振興を通じ
て安定的な所得及び雇用確保を図る

自然災害等による被害を最小化
豊かな自然環境等を活用し、人々の暮らしの
安全・安心が確保された地域社会を確立

人が輝く地域社会の形成 強靱で持続可能な国土の形成世界に目を向けた産業の振興

その他、Society5.0の推進 等

計画策定からの10年：
「生産空間のサバイバル」、「地域としての生き残り」を賭けた重要な期間

人口減少・高齢化の急速な進展 生産空間（※）の維持が困難になるおそれ

＊４つの台風が連続して上陸・接近

＊北海道初の震度７。全道でブラックアウト
が発生

※数値目標については、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を分析した上で、改めて整理

※生産空間：主として農業・漁業に係る生産の場を指す。生産空間は、生産のみならず、観光その他
の多面的・公益的機能を提供している。

－
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※ 本開通等の見通しは、今後の予算状況や施工上の状況変化等により、変更する場合がある。

令和３年度開通予定
函館・江差自動車道
北斗茂辺地～木古内 16km

（令和３年１月）

凡 例
高規格幹線道路（開通区間）

高規格幹線道路（事業中区間）

高規格幹線道路（令和３年度開通予定区間）

高規格幹線道路（未事業区間）

国際拠点港湾、重要港湾

空港(国管理、特定地方管理、地方管理、共用）

新幹線（開通区間）

新幹線（事業中区間）

在来線

（参考３）人流・物流ネットワークを支える基幹的な交通基盤の整備

－
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